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福 井 市 

 

～「楽しい！安心！元気！」を実感できる福井市に向けて～ 



福井市政の推進につきましては、日ごろから格別のご指導とご高配

を賜り、厚くお礼申し上げます。 

昨年３月の北陸新幹線金沢・敦賀間の開業により、本市では人や物

の流れが劇的に増大し、「新しい福井」として生まれ変わった姿を見せ

ております。また、開業効果は現在も続いており、県内外からの交流

人口の拡大とまちのにぎわいが相乗効果を生む好循環につながってい

ます。 

今後は、こうした効果を一過性のものとせず、持続化とさらなる拡

大を図るとともに、市全域へ波及させていくことが重要です。そのた

め、都市機能の充実や地域資源の磨き上げなど、受入環境のさらなる

レベルアップを図るとともに、国内外へのプロモーションをこれまで

以上に強力に展開する必要があります。 

さらに、人口減少対策や子育て環境の充実、物価高騰への対策、農

林水産業の振興や防災・減災の強化などの重要な施策についても、引

き続きスピード感を持ち、かつ着実に進め、市民一人ひとりが「ふく

いは楽しい！ふくいは安心！ふくいは元気！」を実感できるまちを目

指してまいります。 

つきましては、令和８年度の予算編成及び政策決定などにあたり、

本重要要望書に掲げた事項について、特段のご配慮をいただきますよ

う、よろしくお願い申し上げます。 

  

 

令和７年 ７月 

福井市長  
 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜目次表示の説明＞ 

令和４年度からスタートした第八次福井市総合計画の中で、

特に推進を目指している項目について以下のとおり表示して

います。 

 デジタル技術やデータを活用し、利用者目線に立って

新たな価値を創出する事業に 

 2050 年のゼロカーボンシティ実現を目指し、温室効果

ガス排出量の削減や吸収に繋がる事業に 

 

 また、令和８年度要望からの新規事項については   、 

「本市の施策を推進する上で、国や県と連携することで、新

たな成果等が期待できる施策」について提案を行うものにつ

いては、   と表示しています。 

ゼロカーボン 

ＤＸ 

提案 

新 



特 別 重 要 要 望 
 
 
 
 

  物価高騰対策に関すること 

○国    物価高騰に係る経済対策について P1 
 

 

  北陸新幹線に関すること 

○県○国  並行在来線に係る財政負担の軽減について P2 

○県○国  北陸新幹線の整備促進について  P3 

 

 

  人材還流に関すること 

○国○県   地方への人材還流のための施策推進について P4 

 

  地方財政に関すること 

○国○県  地方財政の充実強化について P5 

 

 

  子育て福祉に関すること   

○国○県  保育士の人材確保に向けた取組について P6 

 

 

  林業に関すること 

○県○国  大規模工場の誘致による木材加工体制の強化について P7 

 

 

  道路に関すること 

○県○国  都市計画道路 川西国道線の県道認定について P8 

○県○国  一般国道８号のサービス水準改善について P9 

○県○国  福井外環状道路の計画の具体化について P10 

○県○国  福井南スマートＩＣ（仮称）と広域的な防災拠点となる道の駅の   P11 

整備について  

 

  河川、砂防、海岸、港湾に関すること 

○県○国  河川改修事業（都市基盤河川改修事業）馬渡川について P12 

○県○国  河川改修事業（広域河川改修事業）江端川の推進について P13 

 

 

 

 

 

 

 

建設・生活インフラ 

地方創生 

農林水産業 

福祉・保健 

都市機能 

物価高騰対策 

ゼロカーボン 

ゼロカーボン 



重 要 要 望 
 
 

  北陸新幹線に関すること 

○国○県  並行在来線への支援について    P14 

 

  中心市街地のまちづくりに関すること 

○県○国  提案県都のまちづくりに関する取組の推進について     P15 

 

  公共交通・交通安全に関すること 

○国○国  ＪＲ越美北線の維持・活性化に向けた支援について P16 

○県○国  高齢者を交通事故から守る社会づくりについて    P17 

○県○国  地方のバス交通を維持するための補助金の拡充について    P18 

○県○国  地域鉄道の安全性確保、安定経営に向けた支援について    P19 

○県○国  新 提案公共交通における運転士の人材確保への取組について  P20 

○県○国  自転車利用者に安全で優しい環境づくりについて    P21 

 

 

防災・減災に関すること 

○県○国  新 避難所体育館空調設備整備に対する支援について    P22 

○県○国  地震被害予測の見直しについて    P23 

 

原子力災害に関すること 

○県○国  防災基本計画等における具体的な対策や方針について    P24 

○県○国  原子力事業者との安全協定の在り方について    P24 

 

環境に関すること  

○県○国  ごみ処理施設整備に対する支援について    P25 

○県○国  海岸漂着物の迅速な処理について                  P26 

 

 

地域福祉に関すること 

○国     重層的支援体制整備事業の拡充について               P27 

 

子育て福祉に関すること 

○県○国  障がい児等の受入れ体制の強化に対する支援について   P28 

○国   新就学前教育・保育施設整備について   P29 

  

  介護に関すること 

○県○国  社会を支える介護人材の確保について P30 

 

  保健・衛生に関すること 

○国    保健所の人材確保について                     P31 

○県○国  新たな感染症に備えた医師の育成・確保について           P32 

○県○国  国民健康保険財政への支援について P33 

 

都市機能 

生活・防災 

ゼロカーボン 

ゼロカーボン 

ゼロカーボン 

ゼロカーボン 

ゼロカーボン 

福祉・保健 

ゼロカーボン 

ゼロカーボン 



 

  観光振興に関すること 

○県    提案中部縦貫自動車道県内全線開通を見据えた観光誘客の推進について    P34 

○県   新 提案大河ドラマ「豊臣兄弟！」の放送を契機としたプロモーション 

の強化について                          P35 
 

 

  農業、林業、水産業に関すること 

○県○国  スマート技術導入の普及支援について P36 

○県○国  新規就業者への支援について P37 

○県○国 新倒木や流木対策のさらなる推進について P38 

○県○国  漁港施設の老朽化対策への支援強化について P39 

○県○国  農業における猛暑対策設備への支援事業再設について P40 

 

 有害鳥獣に関すること 

○県○国  有害鳥獣の処理等を行う施設の整備における交付対象要件の拡充について P41 

○県○国  野生鳥獣の個体数調査方法の確立と調査の実施について P42 

 

 農村基盤に関すること 

○県○国 新農業集落排水の安定的な運用について P43 

○県○国 新農村地域の防災減災対策の推進について P44 

   農村地域防災減災事業（県営）布施田排水地区 

 

 

  道路に関すること 

○県○国  一般県道 徳光福井線バイパスの早期事業化について P45 

 

  河川、砂防、海岸、港湾に関すること 

○県○国  河川改修事業（芳野川・大森川）の推進について P46 

○県○国  河川改修事業（狐川）の着手について P47 

○県○国  県単急傾斜地崩壊対策事業の制度拡充について P48 

○県    鷹巣港および鷹巣漁港内への砂の流入防止対策について P49 

 

  水道、下水道に関すること 

○県○国  上下水道施設の耐震化・老朽化対策等に対する支援について P50 

○県○国  県営産業団地への下水道整備に対する支援について P51 

    （稲津町・荒木新保町） 

 

 

  教育環境に関すること 

○県○国  学校教育施設整備への支援について P52 

○県○国  教員の適正配置について P53 

○県○国  特別支援教育充実のための人員の配置について P54 

○県○国  栄養教諭・学校栄養職員の配置基準見直しについて           P55 

○県○国  放課後児童クラブに係る財政支援の充実について           P56 

観光・商工 

建設・生活インフラ 

教育 

農林水産業 

ＤＸ 

 

ＤＸ 



 財 源 確 保 、 事 業 推 進 等 に 係 る 要 望  

 

 

  中心市街地のまちづくりに関すること   P57 

 

 

  大雪等に関すること   P57 

  防犯・防災に関すること   P58 

   自治体ＤＸに関すること   P58 

 

 

  社会福祉に関すること   P58 

  障がい福祉に関すること   P58 

  介護に関すること   P58 

  子育て福祉に関すること   P59 

  保健・衛生に関すること   P59 

 

 

  観光振興に関すること   P59 

 

 

  林業・水産業に関すること   P60 

  有害鳥獣に関すること   P60 

 農村基盤に関すること   P60 

 

 

  道路に関すること   P61 

  河川、砂防、海岸、港湾に関すること   P63 

  住宅に関すること   P64 

  公園に関すること   P65 

 

 

  教育環境に関すること   P65 

  児童生徒に関すること   P65 

 

 

 

 

 

 

教育 

建設・生活インフラ 

 

農林水産業 

福祉・保健 

生活・防災 

都市機能 

観光・商工 



 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 特別重要要望 
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  物価高騰対策に関すること 

 

【内閣府／財務省】 

○国 物価高騰に係る経済対策について 

 

 

（現状） 

物価高騰の影響は、長期間にわたって継続しており、すべての産業において、様々

な業種の経営に大きな影響を及ぼしています。特に速やかな価格転嫁ができない中小

事業者への影響は深刻です。 

本市ではこれまで、電力・ガス・食料品等価格高騰重点支援地方交付金や物価高騰

対応重点支援地方創生臨時交付金を活用して、バスや地域鉄道等の地域公共交通事業

者の経営安定のための支援事業や、各種福祉施設のエネルギー価格及び食料品等価格

高騰への支援など、物価高騰の影響を受ける事業者等の支援に取り組んできました。 

 

（課題） 

地域経済を下支えするため、自治体が柔軟にきめ細かな対策を講じられるよう、物

価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金の継続が必要です。 

 
【参考】 

各年度の物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金等 

年度 交付金 実績額（千円） 備考 

R4 
電力・ガス・食料品等価格高騰重点支

援地方交付金（推奨事業メニュー分） 
４９１，５７８  

R4 
コロナ禍における原油価格・物価高騰

対応分 
５１３，９７３  

R5 
電力・ガス・食料品等価格高騰重点支

援地方交付金（推奨事業メニュー分） 
６５１，２０６  

R5 
物価高騰対応重点支援地方創生臨時

交付金（推奨事業メニュー分） 
４７９，３９２ 

R6 年度への繰

越分を含む。 

R6 
物価高騰対応重点支援地方創生臨時

交付金（推奨事業メニュー分） 
５５９，１７６ 

R7 年度への繰

越分を含む。 
   

＜財政部財政課＞ 

（要望） 

物価高騰の影響を受けている市民や中小事業者等に対して、切れ目のない、継続し

た経済対策を講じること 

物価高騰対策 
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  北陸新幹線に関すること 

 

［未来創造部新幹線・交通まちづくり局地域鉄道課］ 

○県 並行在来線に係る財政負担の軽減について 

 

 

（現状） 

全国の並行在来線会社の多くが赤字経営となる中、株式会社ハピラインふくいにお

いても厳しい経営となることが予測されていることから、本県においても多額の地方

負担を見込んでいます。 

本市においては、住民の利便性向上のため、新駅の設置について、ハピラインふく

いに提言を行い、駅前広場等の整備を目指しています。 

地方の負担軽減を図るためには、新駅の整備や既存駅の改修などの利便性向上策が、

利用者の増加に効果的であり、投資効果も高く、収益向上につながることが期待でき

ます。 

 

（課題） 

並行在来線は地域住民の日常生活に欠かすことができない交通手段であるとともに、

貨物鉄道の広域ネットワークの一部も担う社会基盤であることから、国の支援が必要

不可欠なため、並行在来線関係道県協議会をはじめ様々な機会を通じ、県は国に財政

支援を強力に求める必要があります。 

県は、「並行在来線の取扱いに関する基本方針」を踏まえ、沿線市町の負担軽減を図

るとともに、経営安定に向け、株式会社ハピラインふくいと一体となって収益向上に

つながる利用促進策を積極的に実施する必要があります。 

さらに、県が創設した「駅まち魅力づくり支援制度」について、新駅の整備や既存

駅の改修など利便性向上に要する費用に対して、国庫補助対象外の事業等へ支援する

など、市町の財政負担軽減への更なる対応が必要です。 

 

 

 ＜都市政策部地域交通課＞ 

（要望） 

並行在来線の地方負担軽減のため、事業者に対し適切な財政支援措置を講じるよう

国に強く働きかけること 

県、株式会社ハピラインふくいにおいて、利用促進策を積極的に実施するとともに、

市町の新駅及び駅前広場等の整備などの利用促進策に対する補助制度を拡充するこ

と 

都市機能 
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［未来創造部新幹線・交通まちづくり局新幹線建設推進課］ 

【国土交通省／総務省／財務省／独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構】  

○県○国 北陸新幹線の整備促進について 

 

（現状） 
北陸新幹線（敦賀・大阪間）を小浜・京都ルートで整備することは、南海トラフ地震をはじめと

する災害時等に現行の太平洋側中心の高速交通網の代替補完機能を有し、国土の強靭化に寄与し

ます。 

また、昨年の金沢・敦賀間開業に見られるように、地方への経済波及効果が大きく、投資効果に

優れ、地方創生の推進や日本経済の再生に大きく貢献することから、本市の発展にとって必要不

可欠です。 

小浜・京都ルートでの環境アセスメントは、現地調査をおおむね終了し、予測・評価を実施して

おり、令和５年度から早期全線開業を図るために施工上の課題を解決する調査を北陸新幹線事業

推進調査として先行的に実施しています。 

国により令和６年８月に詳細な駅位置・ルート案の３案が示され、与党は令和６年１２月に２

案に絞り込みました。今後は、地元関係者等の懸念や不安の払拭に向けて、理解促進を図り、一日

も早い認可・着工を行う必要があります。 

また、全線開業までの間、関西方面への移動には敦賀駅で乗り継ぎが必要ですが、乗り継ぎによ

る運賃増や、特急との接続待ちなどによる新幹線の遅延など問題が発生しており、早期の全線開

業を求める声が大きくなっています。 
 

（課題） 
敦賀・大阪間を小浜・京都ルートで整備することは、南海トラフ地震をはじめとする災害時にお

ける代替補完機能を有し、国土強靭化に寄与することから、沿線自治体や地元関係者などの理解

を促進して、ルートの決定、環境アセスメントを着実に進めるとともに、着工５条件の解決を図

り、一日も早く大阪までの全線開業を実現する必要があります。 
 
【参考】敦賀・大阪間に係るこれまでの経緯 
・令和元年５月３１日  敦賀・新大阪間の概略ルートを公表 

・令和元年１１月２６日 環境影響評価（アセスメント）の方法書の公表 

・令和２年１２月１６日 金沢・敦賀間の開業１年遅延を受け、与党整備新幹線建設促進ＰＴの「敦賀・新大阪間の

令和５年度当初着工」決議に対し、国土交通大臣が「重く受け止め、早期の着工５条件解

決を図る」と回答。 

・令和４年５月２０日   第８回与党ＰＴ敦賀・新大阪間整備委員会 

全沿線地域で環境影響評価の現地調査に着手したことが報告された。 

・令和４年１２月１４日  第１１回与党ＰＴ敦賀・新大阪間整備委員会 

環境影響評価の遅れにより敦賀・新大阪間の令和５年当初の着工を断念することが 

報告され、完成時期が遅れないよう、着工後の予定であった調査等を令和５年度に 

前倒しで行うこととなった。 

・令和５年１２月１５日 第１６回与党ＰＴ敦賀・新大阪間整備委員会 

令和６年度予算に敦賀・大阪間の建設費を盛り込まず、引き続き北陸新幹線事業推 

進調査を実施することが報告された。 

・令和６年８月７日   第１８回与党ＰＴ敦賀・新大阪間整備委員会 

             国土交通省及び鉄道運輸機構より詳細駅位置・ルート図案等と令和７年度中の着工 

に向けたスケジュール案が提示された。 

・令和６年８月末    国土交通省令和７年度予算概算要求において、新規着工経費を事項要求 

・令和６年１２月２３日 第４１回与党ＰＴ 

敦賀・新大阪間整備委員会が 12 月 20 日に決定したルート３案を南北案と桂川案の２案

に絞り込む中間報告をＰＴに報告した。 

・令和６年１２月２７日 令和７年度予算政府案閣議決定（事業推進調査が 14.5 億円計上） 

＜都市政策部地域交通課＞ 

（要望） 

敦賀・大阪間（小浜・京都ルート）について、大規模災害が発生した場合においても

代替性が国土強靭化に大きく寄与することから、国が前面に立ち、地元関係者等の懸念

や不安払拭を図るとともに、北陸新幹線事業推進調査を加速させ、一日も早い着工５条

件の解決と認可・着工を行い早期全線開業を実現すること 
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  人材還流に関すること 
 

【内閣府】 

○国 地方への人材還流のための施策推進について 

 
 
（現状） 

東京圏への転入超過数は令和４年以降増加しており、６年は約１３万６千人の超過
となっています。 

このような中、国は、人口・生産年齢人口が減少するという事態を正面から受け止
めたうえで、人口規模が縮小しても経済成長し、社会を機能させ、多様性の時代の多
様な幸せを実現するための社会政策として次の１０年を見据えた「地方創生２．０」
を起動させています。「地方創生２．０」では、若者や女性にも選ばれる、楽しく働き、
暮らせる地方を実現するため、関係人口に着目した取組や、産官学の地方移転、新た
なイノベーションの創造による地方分散等、地方への移住・定着の推進と、地方との
新たなつながりの構築を進めて多様な人材を還流することで、人口の東京圏への過度
な集中を是正することを目指しています。 

本市でも、若者や女性に選ばれる魅力的なまちづくりを進めながら、東京圏をはじ
め全国からのＵＩターン促進に向け、若年世帯を中心に、移住にかかる経済的負担の
軽減や就職のサポート、住まいの支援など、人材還流に向けた様々な施策を展開して
います。 

さらに、北陸新幹線金沢・敦賀間開業の効果を持続・発展させるとともに、福井を
訪れた多くの都市部の人材を地域に引き込み、本市との関わりを深化させる取組を継
続して進めています。 

地方への人材還流と地元への定着を促進させるためには、積極的な施策の強化と継
続的な取組が必要です。 

 
（課題）  

地方の取組だけでは持続的な人材還流につなげることは容易ではなく、地方への人
材還流をさらに後押しするため、国が先頭に立って移住支援制度の充実にとどまらず、
首都圏の企業や大学、政府機関等を移転・分散して地方への人の流れを創出するなど、
あらゆる施策を総動員する必要があります。 

また、地方においても、地域の課題解決や魅力向上など、人口減少社会における次
の１０年を見据えた地方創生の実現に向け、中長期的な視点での取組が必要であるこ
とから、新しい地方経済・生活環境創生交付金の活用による継続的な支援が必要です。 

 
【参考】東京圏への転入超過数の推移 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

＜総務部未来づくり推進局移住定住交流課＞ 

（要望）  

東京圏から地方への人材還流と地元定着を着実に促進する施策の強化及び地方に

よる施策推進のために必要な財源を確保すること 

地方創生 
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  地方財政に関すること 
 

【総務省／財務省】 

○国 地方財政の充実強化について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（現状） 

本市では、令和８年度までを計画期間とする「福井市財政計画」に基づき、収支均
衡した財政構造の確立を推し進めていますが、物価高騰により地域経済は大きな影響
を受けており、本市税収の見込みは不透明感が拭えず、財政運営が不安視されていま
す。 

 

（課題） 

国と地方の税財源配分については、大きな隔たりを交付金や国庫支出金で穴埋めし
ているのが実態であり、適切な税源配分とはほど遠い状況です。地方交付税は、必要
かつ安定的な行政運営を行える水準になく、また、地方財政は依然として巨額の借入
残高を抱えています。 

近年、地震や豪雨・台風等、災害が大規模化・頻発化し、防災・減災の重要性が一
層高まっており、防災・減災対策に対する十分な財政措置を講じるとともに、令和７
年度までの緊急防災・減災事業債及び緊急自然災害防止対策事業債の更なる延長が必
要です。また、過去に建設された公共施設等は、これから大量に更新時期を迎えるた
め、公共施設の統廃合や廃止、長寿命化への取組みを円滑に進められるよう十分な財
政措置を講じるとともに、令和８年度までの公共施設等適正管理推進事業債について
は、公用施設を長寿命化事業の対象にすることや除却事業の交付税算入に係る要件の
緩和等、事業期間の延長とともに制度の拡充が必要です。 

  加えて、国は連携中枢都市圏に関する取組を推進するため、都市圏ビジョンに基づ
く事業に対し地方交付税措置を行っていますが、圏域全体の持続的な発展を推進して
いくためには、今後も継続した財政措置が必要です。 

  加えて、自治体情報システムの標準化については、運用経費が現行システムよりも
相当な増額となる見込みであるため、十分な財政措置が必要です。 
また、本市に対する令和７年度の新しい地方経済・生活環境創生交付金については、

全計画で採択され、金額についても要望額どおりの内示額でした。今後も、地方創生
の取組を推し進めるために、継続した予算の確保が必要です。 
 

 ＜財政部財政課＞ 

（要望）  

地方が担う事務と責任に見合う税財源配分を実現すること 

増加が見込まれる社会保障関係費や人件費等、地方の財政需要を地方財政計画へ的

確に反映するとともに、今後の財源不足への対応について、地方交付税法定率の引上

げ等による持続可能な制度を確立すること 

防災・減災対策に対する十分な財政措置を講じるとともに、緊急防災・減災事業債

等について期限の延長を図ること 

公共施設の統廃合や廃止、長寿命化への取組に対する十分な財政措置を講じるとと

もに公共施設等適正管理推進事業債について更なる制度の拡充を図ること 

連携中枢都市圏に対する財政措置を今後も継続すること 

自治体情報システムの標準化について、必要となる経費に対し十分な財政措置を講

じること 

地方創生の取組を推し進めるため、新しい地方経済・生活環境創生交付金について、

継続して必要な予算を確保すること 
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  子育て福祉に関すること 

 

【内閣府／文部科学省】 

○国 保育士の人材確保に向けた取組について 

 

（現状） 

福井県の保育士の有効求人倍率は５倍を超え、全国平均と比べ高い水準で推移して

いる厳しい状況にあり、今後も人材不足が見込まれます。 

処遇改善については、従来の処遇改善等加算Ⅰ・Ⅱに加え、令和４年２月からは、

「コロナ克服・新時代開拓のための経済対策」により３％程度の処遇改善も行われて

いますが、福井県における保育士の平均給与年額は全職種平均を下回っています。 

また、配置基準が令和６年４月に改正され、３歳児が１５対１に、４・５歳児が２

５対１に改善されましたが、低年齢児（０～２歳児）については保育士の負担が特に

大きいことから、受け持ち定数の是正など改善を望む声が寄せられています。 

 

（課題）  

  保育人材を確保するためには、保育士の処遇改善を行うとともに、配置基準を改善

することによる現場の負担軽減が必要となります。 

  また、この取組には十分な財源が必要になりますが、地方に負担を転嫁するのでは

なく、国の責任において財政措置を図ることが必要です。 

 

【参考】「児童福祉施設の設備及び運営に関する基準」等における配置基準 

【保育園】 
・保育士等配置基準 
     児童数 保育士 
 0 歳児   3 ： 1 
 1・2 歳児  6 ： 1 
 3 歳児   15 ： 1 
 4・5 歳児 25 ： 1 
（福井市の公立園は 1歳児 5 ： 1） 

【認定こども園】 
・保育教諭等配置基準 
  保育園と同様に配置基準を設定 
・学級ごとに、担任する専任の保育教諭等を 1人必置 
 （保育教諭数 ≧ 学級数） 
・1 学級 35 人以下 
 

 

＜こども未来部こども保育課＞ 

（要望）  

保育士の新規人材の確保や離職防止のため、保育士の職員の給与が他職種と比べて

適切な水準となるよう処遇改善を図るとともに、職員配置の改善を図ること 

福祉・保健 
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  林業に関すること 

 

［農林水産部県産材活用課］ 

○県 大規模工場の誘致による木材加工体制の強化について 

 

 

（現状） 

近年、林業経営者及び関係機関の努力により、搬出される木材生産量が増加傾向に

あります。しかし、県内には、主に合板、集成材として利用されるＢ材を加工する工

場が無く、県外の工場に出荷していることから、搬出経費が嵩んでいます。 

 

（課題）  

本市では森林環境譲与税と森林経営管理制度を活用し、森林境界の明確化や森林所

有者特定の効率化を強力に推し進めております。これにより、今後、意欲ある林業経

営者へ林地の集約化が図られることや大きな林業（ふくい型林業経営モデル）の推進

により森林整備が進むことが見込まれ、これまで以上に、Ｂ材を含む木材生産量の増

加が予測されます。 

また、令和６年４月１日より働き方改革関連法によって、自動車運転を伴う業務の

年間時間外労働の上限が９６０時間に制限されたことから、遠方への木材搬出はトラ

ック運送業界への負荷にもなることが考えられます。 

さらに、人口減少に伴う新築住宅の減少等により木材需要の減少が見込まれること

から、販売力が向上する木材加工施設が必要となります。 

以上のことから、新たな木材需要の創出や拡大のため、県内において木材を加工で

きる大規模工場を早期に誘致することが求められています。 

 

＜農林水産部林業水産課＞ 

（要望）  

国内木材需要に対応するため、地域材の安定的かつ効率的な供給に向け、「ふくい

の森林・林業の未来を切り拓く基本計画」に掲げられた大規模工場の誘致を早期に実

現すること 

農林水産業 
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  道路に関すること 

 

［土木部道路建設課]  

○県 都市計画道路 川西国道線の県道認定について 

 

（要望）  

早期の整備完了に向け、本路線を県道認定すること 

 
 

（現状） 

本路線は、福井市北部（九頭竜川以

北）における東西交通の円滑化等を図

るため、平成７年３月に都市計画の決

定がなされました。整備計画延長 

６，５３０ｍのうち、坂井市地係を含

む延長４，７５０ｍが完了しています。 

現在、コシヒカリ道路以東の延長８

００ｍの区間について整備を進めて

おり、残りの９８０ｍが未施工区間と

なっています。 
 

（課題）  

本路線の整備により、主要地方道福井加賀線や主要地方道福井金津線など既存の道

路とネットワークが構築され、九頭竜川以北から福井市街地に流入する交通の分散を

図り、九頭竜川を横断する南北交通の円滑化と交通混雑の解消が図られるなど、広域

的な事業効果が期待されます。 

さらに、一般国道４１６号を介してテクノポート福井を結ぶことから、福井港と一

般国道８号を連絡する道路の一部となります。 

県では、令和３年１０月に策定した「道路整備プログラム」において、本路線を事

業化検討箇所として位置付けており、整備を実施する事業主体については未定となっ

ています。 

今後、当該路線を含む道路ネットワーク等を検討のうえ、一日も早く本路線を県道

認定し、早期の整備完了を実現する必要があります。 
 

【参考】 

整備計画延長  Ｌ＝６，５３０ｍ 
[福井市域]  Ｌ＝６，１４０ｍ  
・整備済   Ｌ＝４，３６０ｍ（県道：2,451ｍ 市道：1,909ｍ） 
・整備中    Ｌ＝  ８００ｍ（市道：800ｍ） 
・未施工   Ｌ＝  ９８０ｍ 
[坂井市域] Ｌ＝    ３９０ｍ 
・整備済    Ｌ＝  ３９０ｍ（県道：390ｍ） 

※福井県（三国土木事務所）が県道として整備 
 

＜建設部道路課＞ 
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［土木部道路建設課]  

【国土交通省】 

○県○国 一般国道８号のサービス水準改善について 
 

（要望）  

サービス水準の改善に向け、特に渋滞対策については、対策案を具体化し、 

抜本的な対策を講じること 

 

（現状） 

本路線は、北陸圏と関西圏・中京圏を

結ぶ日本海側の国土軸であり、物流や防

災面において重要な役割を果たす路線で

あることに加え、市民にとっては、通勤

や買い物など、生活に非常に密着した路

線でもあります。 

しかしながら、本市市街地のほぼ全区

間で慢性的に渋滞が発生し、地域産業の

振興や市民生活に多大な支障をきたして

います。 

 

（課題）  

通勤・通学の混雑時に、速度低下が顕著であり、また、交通需要の影響をほとんど

受けていない時間帯（閑散時）においても、速度低下が発生し、福井が持つポテンシ

ャルを発揮できていない状況です。 

そのため、地方創生にも寄与する「WISENET 2050」（2050年、世界一、賢く・安全

で・持続可能な基盤ネットワークシステム）の実現に向け、令和７年２月に立ち上げ

た「福井都市圏における道路交通のサービス改善に向けた検討会」において、県や

市、警察等と連携し、国道８号における渋滞対策等、サービス水準改善に向けた検討

を行い、対策案の具体化を早期に進めることが必要不可欠となっています。 

 

【参考】 

福井都市圏における道路交通のサービス改善に向けた検討会（令和７年２月１９日～） 

構成委員：学識者、行政機関 

事 務 局：国土交通省 近畿地方整備局 福井河川国道事務所 計画課  

       福井県 土木部 道路建設課  

       福井市 建設部 道路課 

 

 
＜建設部道路課＞ 
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［土木部高規格道路課]  

【国土交通省】 

○県○国 福井外環状道路の計画の具体化について 

 

（要望） 

  広域道路ネットワーク路線であり重要物流道路に指定されている本道路の計画 

の具体化を進めること 

 

（現状） 

本道路は、平成６年に地域高規格道路

に指定され、平成１０年に計画路線とな

っています。また、令和３年７月に国が

公表した新広域道路交通計画の広域道路

ネットワーク計画において高規格道路に

位置付けられ、令和４年４月には、平常

時・災害時を問わない物流上重要な道路

輸送網として国土交通大臣が指定する重

要物流道路に指定されました。 

令和５年７月には、「福井外環状道路整

備促進期成同盟会」が設立され、早期整

備の機運が高まっています。 
 

（課題）  

高規格道路である本道路が整備されることで、安定的な物流の確保による産業振興

の促進や、国道８号等の通過交通の転換による福井市街地内道路の渋滞・混雑の緩和、

交通事故の減少が期待されます。 

また、近年頻発している大雪時には、国道８号や北陸自動車道等において交通の停

滞が発生し、経済活動や市民生活に多大な影響を及ぼしていることから、災害からの

迅速な復旧・復興にも寄与する新たな南北軸となる道路の構築が強く求められていま

す。 

令和７年４月に公表された近畿地方整備局令和７年度予算概要の「道路調査の見通

し」において、昨年同様、福井都市圏の幹線道路の機能強化等に係る調査の実施が掲

載されました。このことに引き続き、福井外環状道路の計画の具体化を進めることが

必要不可欠です。 
 

【参考】 

重要物流道路の指定状況（令和７年４月１日） 

 候補路線（対象：高規格道路）      ３８１路線 

 計画路線（対象：高規格道路）       ９３区間 

 事業区間（対象：全ての道路） 約 ２，７００ｋｍ 

 供用区間（対象：全ての道路） 約３６，０００ｋｍ 

＜建設部道路課＞ 
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［土木部高規格道路課、道路保全課]  

【国土交通省】 

○県○国 福井南スマートＩＣ（仮称）と広域的な防災拠点となる 

道の駅の整備について 
 

（要望）  

新たなスマートＩＣ及び防災道の駅の整備について、検討の支援を行うこと 
 
 
（現状） 

北陸自動車道における福井ＩＣと鯖江
ＩＣ間の距離は約１１ｋｍあり、本市の
足羽川以南の地域にはＩＣがない状況で
あります。そのため、本市南部地域及び
西部地域から北陸自動車道へのアクセス
は利便性に欠けています。また、令和４
年７月には、「福井市南部スマートインタ
ー整備促進期成同盟会」が設立され、地
域の機運も高まっています。 

令和２年度に、国土交通省は、道の駅 
を「地方創生・観光を加速する拠点」と 
して位置付け、取組のひとつとして広域  
的な防災拠点となる「防災道の駅」制度 
を導入しています。 

 
（課題）  

計画の具体化を求めている福井外環状道路が北陸自動車道と接続する位置に、福井
南スマートＩＣ（仮称）が早期に整備されることは、本市南部地域及び西部地域から
北陸自動車道へのアクセス時間の短縮に繋がり、地域産業の更なる発展に大きく寄与
するものと期待されます。 

本市では、近年頻発している大雪時に国道８号や北陸自動車道等において交通の停
滞が発生し、経済活動や市民生活に多大な影響を及ぼしています。また、集中豪雨に
よる水害や、大規模地震などの自然災害は今後増えていくものと予想されます。 

こういった中、災害への対応や復旧を効率的に行うため、福井南スマートＩＣ（仮
称）周辺に防災道の駅を整備し、除雪車等の支援車両基地や支援物資集配基地等の機
能をもつ広域的な防災拠点をつくることが必要不可欠となっています。 

 

【参考】 

スマートＩＣ  全国で１６１箇所（令和７年３月３１日時点）  

 例）・南条スマートＩＣ  （北陸自動車道 福井 SA・PA 接続型 H21.4） 

   ・上市スマートＩＣ  （北陸自動車道 富山 本線直結型 R3.12） 

   ・敦賀南スマートＩＣ （舞鶴若狭自動車道 福井 本線直結型 Ｈ29.3） 

   ・三方五湖スマートＩＣ（舞鶴若狭自動車道 福井 SA・PA 接続型 H30.3） 
 
『防災道の駅』 全国で７９箇所（令和７年５月１４日時点） 

 例）・越前おおの荒島の郷（大野市） ・シーサイド高浜（高浜町） 

・のと里山空港（石川県輪島市） ・あらい（新潟県妙高市） 
 

 ＜建設部道路課＞ 

防災道の駅 

● 

 

福井南スマートＩＣ（仮称） 
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  河川、砂防、海岸、港湾に関すること   【巻末資料（３）参照】 

 

［土木部河川課／農林水産部農村振興課]  

○県 河川改修事業（都市基盤河川改修事業）馬渡川について 

 
 
（現状） 

馬渡川は県管理の一級河川ですが、昭和５６年の浸水被害を契機に県と協定を締結

し、昭和５９年から都市小河川改修事業として市が河川改修に着手しました。 

令和元年度には芦原街道横断部までの約１．２ｋｍについて河川改修が完了しまし

た。そのため、流域では浸水リスクが大幅に低減しました。 

しかしながら、馬渡川排水機場の排水ポンプは、設置から５９年が経過し、地元か

らも更新増強の要望が出ています。 

 

（課題） 

県は、河川改修の効果や上流部の未整備区間における周辺環境の変化、浸水被害の

実態を踏まえ県と市の協定を見直す必要があります。 

また、馬渡川排水機場のポンプは、設置から５９年が経過し、老朽化が著しく進ん

でいます。 

 

 

【参考】 馬渡川の整備計画について 

事業期間：昭和 59 年度～令和 3年度 

事業延長：L=2,100ｍ 

事業費 ：約 105 億円 

 

 

 

 

 

  

   

  

                       

                              ＜建設部河川課＞ 

＜農林水産部農村整備課＞ 

（要望）  

一級河川 馬渡川については、市との協定を見直すとともに、排水ポンプの更新増

強をすること 

※馬渡川排水機場の現況ポンプの排水

能力は、３．６㎥/s。 

一方、「九頭竜川水系馬渡川河川整備

計画取りまとめ業務報告書」(平成１

７．９)では、参考資料として、当該

ポンプの排水能力は、13.5 ㎥/s が最

も効率が高いとされている。 

ポンプ 
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［土木部河川課] 

○県 河川改修事業（広域河川改修事業）江端川の推進について 

 
 
（現状） 

江端川は県管理の一級河川であり、昭和５２年度から河川改修に着手しました。こ

れまでに日野川合流点から上流の河道３．８ｋｍ区間（下荒井橋下流）の改修を終え

ました。 

 

（課題）  

事業着手から４８年が経過しましたが、この間、平成１６年の福井豪雨で甚大な被

害を受けたにもかかわらず、依然として未改修区間が１．９ｋｍもあります。 

また、近年多発する集中豪雨により、中上流域においても道路冠水や農地の湛水被

害が発生しています。  

未計画区間を含めた河川整備計画に見直しを行うとともに、流域治水対策に取り組

む必要があります。 

 

【参考】 江端川の整備計画について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜建設部河川課＞ 

（要望）  

未改修区間を早期完成し、上流域の改修未計画区間を含めた整備計画に見直すとと

もに、流域治水対策に取り組むこと 

 

ポンプ 
P 



 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 重要要望 
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  北陸新幹線に関すること 

 

【国土交通省／総務省／財務省】  

 

○国 並行在来線への支援について 

 

 

並行在来線は、通勤・通学など地域住民の日常生活に欠かせない交通手段であると

ともに、貨物鉄道の広域ネットワークの一部を担う重要な社会基盤となっています。 

ハピラインふくいは、全国の並行在来線でも数少ない、交流区間と直流区間を跨ぐ

運行となることや、長大な北陸トンネルおよび特別豪雪地帯を有することにより他路

線に比べ多額の維持経費を要するなど、厳しい経営状況が想定されます。 

このような中、沿線自治体は、開業時の運営費や開業後の１０年間で見込まれる総

額７０億円の収支赤字を補填しており、その負担額も年々増大しています。 

また、本市においては、住民の利便性向上のため、新駅の設置について、ハピライ

ンふくいに提言を行い、駅前広場等の整備を目指しています。 

国は、地域公共交通計画事業（コミュニティ・レール化）において、鉄道の利便性

向上のための新駅整備に対する補助を行っていましたが、令和６年度以降は、新駅整

備について、新規採択が行われていない状況となっております。 

新駅を活用したまちづくりを円滑に進めるためには、国の補助は不可欠であり、駅

及び周辺への整備に対し、補助制度の拡充を図り、十分な支援を行うことを要望しま

す。 

 

＜都市政策部地域交通課＞ 

 
 

（要望）  

並行在来線の安定的な経営維持のため、国が主導して、事業者に対し、適切な財政

支援措置を講じること 

また、新駅の整備については、地域公共交通計画事業に代わる新たな支援制度を早

急に創設すること 

併せて、新たな支援制度の創設までは、地域公共交通計画事業の新規採択を継続す

ること 

 

都市機能 
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  中心市街地のまちづくりに関すること 

 

 

［未来創造部新幹線・交通まちづくり局交通まちづくり課、土木部都市計画課］ 

 

○県 県都のまちづくりに関する取組の推進について 

 

 

北陸新幹線福井開業の効果を持続的なものとし、まち全体に波及させていくために

は、民間主体のまちづくりの機運をしっかりと後押しし、まちなかに投資や人材を呼

び込むことが重要です。 

県都まちなか再生ファンドによる市街地の更新や店舗等の誘致、足羽川周辺のにぎ

わい創出や光の川・ライトブリッジ構想（幸橋、桜橋、九十九橋等の橋梁及び周辺の

足羽川右岸・左岸のライティング等）、歩行者空間を活用してにぎわいを生み出す「ふ

くみち」やアリーナ構想など、多様な取組を経済界と県、市が連携して推進していく

必要があります。 

また、福井駅周辺に必要な都市機能の導入につながる今後の民間開発に対しては、

引き続き、県市が連携して必要な支援を行っていく必要があります。 

 

＜都市政策部都市整備課＞ 

（要望）  

北陸新幹線福井開業の効果を持続的なものとし、まち全体に波及させていくため、

経済界、市と連携して県都グランドデザインの推進に取り組むこと。また、計画に位

置付ける施策推進のための財政支援を継続して行うこと 

福井駅周辺に必要な都市機能の導入につながる今後の民間開発に対し、引き続き、

本市と連携して支援すること 

 

提案 
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 公共交通・交通安全に関すること 

 

【国土交通省】 

○国 ＪＲ越美北線の維持・活性化に向けた支援について 

 
  
ＪＲ越美北線は、地域の重要な交通機関として、通勤や通学での利用だけでなく高齢

者にとっては欠かせない移動手段として、地域の人々の暮らしを６０年以上支え続けて

きました。 

本市は、これまで、沿線の大野市や福井県とともに、「越美北線と乗合バスに乗る運動

を進める会」を設置し、利用促進を積極的に取り組み、市単独の運賃助成や利用啓発事

業を実施してきました。 

また、観光客の二次交通としても、北陸新幹線福井開業以降、益々重要な役割を担っ

ています。令和３年３月には、ＪＲ西日本金沢支社、福井県、大野市とともに、「越美北

線の観光利用促進に関する連携協定」を締結し、継続して利用促進に向けた様々な事業

に取り組んでいるところです。 

国は、交通ネットワーク形成に必要な地域の取組を支援するため、ローカル鉄道の再

構築にかかる施設整備等を対象とした補助制度を創設しましたが、運行維持や利用促進

のための支援はありません。 

持続可能な地域づくりに必要不可欠な社会インフラであるＪＲ越美北線が、今後も地

方創生に資する公共交通機関となるよう、維持・活性化に向けた更なる国の支援制度の

創設を要望します。 

 

＜都市政策部地域交通課＞ 

（要望）  

ＪＲ越美北線は、日常生活や観光振興に欠かせない交通基盤であり、今後も地方創

生に資する公共交通機関となるよう、ＪＲローカル線の維持・活性化に向けた支援を

行うこと 
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［防災安全部県民安全課／交通部交通企画課]  

 

○県 高齢者を交通事故から守る社会づくりについて 
 

 

近年、福井県内の人身事故件数及び交通事故死者数は、減少傾向にあります。 

昨年の県内の交通事故死者数は２３人、うち１８人が高齢者、重傷者数は２１３人、

うち８２人が高齢者であり、その占める割合は非常に高い状況です。 

本市における交通事故死者数は６人、うち５人が高齢者、重傷者数は６４人、うち

２２人が高齢者であり、その占める割合は県内同様非常に高い状況です。 

本市は、令和３年度に「第１１次福井市交通安全計画」を策定し、高齢者を対象と

した交通安全教室等の開催などに取り組んでいます。 

県においても、多様な広報媒体を活用するなど高齢者の交通安全意識の高揚を図る 

普及啓発活動を行い、全県下において高齢者の事故を防止するための交通指導及び

啓発活動を推進する必要があります。 

令和４年５月から、改正道路交通法の施行により、サポートカー限定免許が導入さ

れました。高齢運転者が、サポートカー限定免許を取得し運転することは、交通事故

減少に繋がります。 

しかしながら、このサポートカー限定免許では衝突被害軽減ブレーキ（対車両、対

歩行者）、ペダル踏み間違い時加速抑制装置が搭載された普通自動車のみ運転すること

ができ、後付け装置は対象とならないことから、対象車種購入時の補助を行うことが

必要です。 

また、運転免許証自主返納者の利便性向上のため、現在県内６市町で実施している

ワンストップ窓口を全ての市町で実施することが必要です。さらに、市町により運転

免許自主返納者への支援に差があることから、県が主体となって県内統一の支援を行

い、高齢者の住んでいる地域による格差を小さくすることが、自主返納を促すことに

繋がります。             

 

＜都市政策部自転車利用推進課＞ 

（要望）  

高齢者が交通事故の被害者にも加害者にもならないための対策を、市町と連携し、

積極的に取り組むこと 

高齢者の事故抑止のため、高齢者の交通安全意識を高めるとともに、これまでの中

古サポートカー購入等支援に加え、サポートカー限定免許で運転することができるサ

ポートカー購入への支援拡大を図ること 

運転免許証の自主返納を促進するため、自主返納した方に対し、県が主体となって

県内統一した支援を行うこと 
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［未来創造部新幹線・交通まちづくり局交通まちづくり課] 

【国土交通省】 

○県○国 地方のバス交通を維持するための補助金の拡充について 

 
 
本市では、福井駅を中心に鉄道と路線バスで構成する公共交通幹線軸と、それを補

完する路線バスの他、公共交通空白地域や過疎地域においては、地域拠点と周辺地域

をつなぐ乗合バスや地域コミュニティバスなどのフィーダー交通を運行し、市内全体

の移動をカバーしています。 

これらは、通勤通学者や高齢者等の移動手段として不可欠なものとなっていますが、

急速な人口減少や新型コロナウイルス感染症の５類移行後も利用者数が回復していな

いことにより、運賃収入が減少しています。さらに、燃料価格の高騰など、運行を維

持するためのコストは増大しており、路線数や便数の確保には大きな財政負担が生じ

ています。 

こうした状況を踏まえ、地方のバス交通の安定的な運行を維持するため、補助金限

度額の引き上げや輸送量要件等の補助要件の緩和など補助金の拡充を要望します。 

 

＜都市政策部地域交通課＞ 

（要望）  

地域間を結ぶ広域路線バスを維持し続けるため、地域間幹線系統確保維持費国庫補

助金の補助限度額の引き上げや、利用者の減少に伴う補助金の減額や補助対象外とす

ることがないよう、制度を見直すこと 

同一市内の路線バスを維持し続けるため、県の市町生活交通維持支援事業補助金の

補助限度額を引き上げるとともに、利用者数や路線数に応じた交付額となるよう、制

度を見直すこと 
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［未来創造部新幹線・交通まちづくり局地域鉄道課] 

【国土交通省】  

○県○国 地域鉄道の安全性確保、安定経営に向けた支援について 

 
 
えちぜん鉄道と福井鉄道は、急激な物価上昇や電気料高騰、自然災害への対応等、

より一層厳しい経営環境に置かれておりますが、懸命の経営努力で鉄道事業を継続し

ています。 

今後も利用者が安心して利用できるためには、安全輸送に必要な鉄道施設や車両の

維持、修繕が必要であるため、鉄道施設総合安全対策事業及び地域公共交通確保維持

改善事業の予算の確保を継続して要望します。 

また、近年、自然災害が頻発・大規模化しているため、大雪等による除雪費や代行

バス費など、運行再開に向けて多額の費用が発生し、鉄道事業者の経営を圧迫してい

ます。 

災害時等において発生する経費や損害についての国、県からの支援を併せて要望し

ます。 

 

＜都市政策部地域交通課＞ 

 

（要望）  

地域鉄道の安全運行を確保するため、鉄道施設や車両の維持、修繕にかかる鉄道施

設総合安全対策事業及び地域公共交通確保維持改善事業の予算を確保すること 

経営基盤の弱い地域鉄道の安定経営のため、災害時等においても、十分な補助が行

われるよう、必要な予算を確保すること 
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［未来創造部新幹線・交通まちづくり局地域鉄道課、交通まちづくり課] 

【国土交通省】 

○県○国 公共交通における運転士の人材確保への取組について 

 

 

全国的に運転士不足が課題となる中、令和６年４月から適用された時間外労働時間

の上限規制や改正改善基準告示により、労働時間の面では負担軽減が図られた一方で、

運転士不足には拍車がかかり、本市においては、昨年の６月と１０月に運転士不足に

よる大規模な路線の廃止・減便が実施されたところです。 

また、路線バス運転士の給与は全業種平均と比較して低い水準であり、運転士を安

定的に確保するために、二種免許取得への支援や人材確保セミナーの開催といった取

組と併せて、賃上げなど待遇改善策に取り組まなければ、将来的に地域の足を支える

生活路線を維持していくことが困難な現状です。 

公共交通の安定的な運行を維持するため、事業者や自治体が実施する運転士確保に

向けた取組に対する補助事業を拡充するとともに、交通事業者に対する補助金の算定

においては、賃上げなどの待遇改善に伴う経費増加分の政策的な引き上げを要望しま

す。 

 

＜都市政策部地域交通課＞ 

（要望）  

地域交通を支える交通事業者の経営力向上に向けては、多様な人材の確保・育成を

図ることが必要であるため、事業者や自治体が実施する二種免許取得促進や人材確保

の取組に対し、補助事業の拡充を行うこと 

また、交通事業者に対する補助金の算定において、運転士確保に繋がる賃上げなど

の待遇改善に伴う経費増加分については、政策的に引き上げること 

新 提案 
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［総務部大学私学課／未来創造部新幹線・交通まちづくり局交通まちづくり課 

 ／防災安全部県民安全課／土木部道路保全課／教育庁高校教育課］  

○県 自転車利用者に安全で優しい環境づくりについて 

 
 
県は、自転車活用推進法のもと、自転車活用推進計画を策定し、４つの目標（自転

車事故の無い安全で安心な社会の実現、自転車利用者に優しい環境づくり、自転車と

暮らすライフスタイルの推進、サイクルツーリズムの推進による観光推進）を掲げ、

自転車の活用を推進しています。 

そのなかで、自転車利用者に優しい環境づくりとして、まちなかの歩道においては、

自転車と歩行者の通行位置を示したピクトグラム等の整備、車道では矢羽根表示をし

ていただいているところですが、福井市全体を見ると十分ではありません。 

また、北陸新幹線福井開業後、多くの来街者がシェアサイクル等を利用し本市を回

遊していることから、誰もが安全に通行でき、事故のないまちをつくるため、人に優

しい環境づくりに積極的な取組を要望します。 

さらに、自転車事故の無い安全で安心な社会の実現に向けて、令和４年７月から福

井県自転車条例を施行し、交通事故の防止に取り組んでおり、令和５年４月には、改

正道路交通法が施行され、全ての自転車利用者のヘルメット着用が努力義務化されま

した。 

自転車事故による死者は頭部の損傷が大半となっていることから、ヘルメットの着

用は重要です。福井県は全国と比べ着用率が低い状況にあり、自転車利用者に対して

の着用の推進が必要です。特に自転車利用が多い高校生のヘルメット購入に対する補

助制度の新設を要望します。 

 

 

＜都市政策部自転車利用推進課＞ 

 

 

 
 

（要望）  

自転車利用者は、加害者にも被害者にもなりうることから、歩行者、自転車及び自

動車が適切に分離された通行空間となり、誰もが安全でわかりやすくなるよう路面表

示の整備を推進すること 

さらに、依然としてヘルメットの着用率が低いことから、ヘルメット購入に対する

補助制度を新設すること 
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防災・減災に関すること 

 

 

［教育庁教育政策課］ 

【内閣府／総務省／文部科学省】 

○県○国 避難所体育館空調設備整備に対する支援について 

 

 

本市は、災害時の避難所機能強化を目的に、停電時にも使用可能な空調設備を学校

体育館に整備し、高齢者など要配慮者も安心して避難できる環境づくりを進めていま

す。一方、全ての避難所体育館の空調設備の整備には多額の費用と期間を要すること

から、継続的な財源確保が大きな課題となっています。 

国は、避難所に指定された学校体育館の空調設備整備に対し、１校あたり７千万円

で整備できると想定して上限額を定めており、実際にかかる事業費と体育館面積に国

が定める補助単価を乗じた配分基礎額の少ない方の額に対して上限額内の２分の１を

補助し、期間は令和１５年度までとしています。 

しかしながら、近年の原材料費上昇に伴う物価高騰による事業費の増加も懸念され

ることから、補助単価および対象上限額の撤廃を含めた制度の見直しをするとともに、

すべての空調設備整備を計画的に進めるため、令和１５年度までの補助期間における

継続的な財政措置を要望します。 

さらに、防災力向上と子どもたちの安心・安全な学習環境の確保のため、空調設備

の光熱費に対する安定的な財政措置を併せて要望します。 

 

＜危機管理監危機管理課＞ 

＜教育委員会事務局教育総務課＞ 

 

（要望）  

避難所体育館空調設備の整備に対する空調設備整備臨時特例交付金について、より

多くの学校へ早期に整備できるよう実情に見合った制度に見直すとともに、安定的か

つ継続的な財政措置を行うこと 

また、空調設備の光熱費に対する地方交付税措置についても継続すること 

新 

生活・防災 
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［防災安全部危機管理課］ 

【内閣府】 

○県○国 地震被害予測の見直しについて 

 

 

現在、地震被害の予測は、平成２３年度の福井県地震被害予測調査に基づいていま

す。この調査は、阪神淡路大震災発生時の被害状況等のデータを用いて予測しており、

その後の３０年間で少子高齢化などの社会情勢が大きく変化しているため、再調査が

必要です。さらに最新の地震予測技術を活用することで、より精度の高い予測が可能

となります。 

また、令和６年能登半島地震では、建物の倒壊や道路の寸断による孤立集落の発生

が相次ぎました。被災者に対する適切な支援を確保し、災害時の混乱を最小限に抑え

るためには、備蓄量の算出の基となるだけでなく、避難所以外に避難する被災者への

支援、避難所となる施設の環境整備や人的支援等の重要事項の礎ともなる被災者数の

想定が必要です。 

そのため、最新の地震被害の情報が必要であり、より適切な災害対策を講じるため

には、地震被害の予測を見直すことが重要です。 

 

＜危機管理監危機管理課＞ 

（要望）  

被災者に対する適切な支援を確保し、災害時の混乱を最小限に抑えるため、被災者

数の想定ができるよう最新の地震被害の知見に基づき、地震被害の予測を見直すこと 
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原子力災害に関すること 

［防災安全部危機管理課、原子力安全対策課］ 

【内閣府】  

○県○国 防災基本計画等における具体的な対策や方針について 

 

令和６年能登半島地震では、志賀原子力発電所のＰＡＺ・ＵＰＺ内で家屋の倒壊や

集落の孤立が相次ぎ、屋内退避や避難に関する問題が浮き彫りになりました。土砂崩

れや積雪等による通行障害時の避難ルートの確保や、海路や空路等の代替手段、渋滞

抑制、避難誘導方法など、より具体的かつ明確な対策が必要です。 
 

＜危機管理監危機管理課＞ 

 
［防災安全部危機管理課、原子力安全対策課］ 

【内閣府／原子力規制委員会】 

○県○国 原子力事業者との安全協定の在り方について 

 

県内では、県並びに原子力発電所が立地、隣接又は隣々接している市町が、住民の

安全確保等を目的として、原子力事業者との間で安全協定を締結し、施設の運転に対

して実質的に様々な関与を行っています。 

福島第一原発事故では、安全協定を締結している自治体を超えて被害が及んだこと

から、緊急時防護措置を準備する区域としてＵＰＺが設定され、行政区域内にＵＰＺ

が存在するすべての自治体は、原子力避難計画を作成、実施する法的責務を負うこと

となりました。一方、安全協定については、対象自治体の範囲も定められておらず、

事故以前と同様に自主交渉に委ねられ、その内容も明確、統一的とは言えない現状と

なっています。 

このため、安全協定の対象となる自治体の範囲や基準等を整理し、法制化も含め、

安全協定の在り方について明確にすることが必要です。 
 

＜危機管理監危機管理課＞ 

（要望） 

令和６年能登半島地震では、志賀原子力発電所のＰＡＺ及びＵＰＺ内で家屋の倒壊

や集落の孤立が相次ぎ、屋内退避や避難に関する問題が浮き彫りになった。これによ

り、避難時の渋滞抑制や避難誘導などの対策が必要であることが判明した。 

本市の原子力防災の根幹を担う福井市地域防災計画（原子力災害対策編）や福井市

原子力災害住民避難計画の実効性をより高めるため、国の防災基本計画や県の広域避

難計画要綱において、具体的な対策や方針を示すこと 

（要望） 

住民の健康と生活環境を守るため、国、県、立地市町、行政区域内にＵＰＺが存在

する市町の役割分担と関わりを整理し、原子力施設の安全確保及び防災対策に関する

「安全協定」の在り方について明示すること 
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 環境に関すること 

 

［エネルギー環境部循環社会推進課］ 

【環境省】 

○県○国 ごみ処理施設整備に対する支援について 

 
 
本市では、「第４次福井市環境基本計画」を策定し、「未来へつなごう 環境にやさ

しい持続可能なまち・ふくい」の実現を目指しています。そこで、令和３年３月には、

２０５０年までに温室効果ガスの排出量実質ゼロを目指す「ゼロカーボンシティ」を

宣言するとともに、本年３月には地球温暖化防止に向けた対策に総合的かつ計画的に

取り組んでいくための「地球温暖化対策実行計画 福井市脱炭素アクションプラン」

を策定し、持続可能な廃棄物処理の推進に取り組んでいます。 

国においても、令和６年度に「環境保全とそれを通じた現在及び将来の国民一人一

人の『ウェルビーイング／高い生活の質』」を目的とする「第六次環境基本計画」を策

定しました。この計画では廃棄物処理についても、循環経済への移行を加速化するこ

とで、循環型社会の形成、そして持続可能な地域と社会づくりを目指されています。 

このような背景のもと、令和４年度から事業に着手した新ごみ処理施設については、

省エネルギーの強化と創エネルギーに取り組み、「Ｎｅａｒｌｙ ＺＥＢ」の認証を取

得しました。また、ごみ焼却により発生する熱を最大限活用できる発電設備を設置し、

発生した電気を場内で活用するとともに、場外の市有施設で活用するほか、余剰電力

を売電することで、地域の温室効果ガスの削減に最大限寄与する施設としています。 

しかしながら、ゼロカーボンシティを実現するためには、施設内のあらゆる設備の

高効率化を図る必要があります。そのためには、高効率エネルギー回収に係る設備だ

けでなく、その他の設備が二酸化炭素等の排出量の削減に寄与する場合、交付率を２

分の１とすることが必要です。 

一方、ごみ処理施設は市民生活に必要不可欠なものですが、その整備には、発電・

余熱利用施設整備だけでなく公害防止施設等多額の費用を要するため、大きな財政負

担となっています。 

今後、本市のごみ処理施設建設工事は、工場棟の建築や主要な機械設備の設置が本

格化することから、工事期間中で最も事業費が増大する時期を迎えることとなります

が、先行きの見えない社会情勢において、本市の財政状況も厳しさを増しています。 

循環型社会形成推進交付金が満額交付されない場合、事業の遅延は避けられず、市

民生活に多大な影響を及ぼします。 

 

＜市民生活部新クリーンセンター建設事務所＞ 

（要望）  

ごみ処理施設の整備に対する循環型社会形成推進交付金について、高効率エネル 

ギー回収に係る設備だけでなく、その他の設備についても交付率を２分の１に引き上

げること 

施設整備事業を計画的に進めるため、当該年度予算による安定的かつ継続的な財政

措置を確実に講じること 
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［エネルギー環境部循環社会推進課／土木部砂防防災課／土木部福井土木事務所 

／土木部港湾空港課／土木部福井港湾事務所］ 

○県 海岸漂着物の迅速な処理について 

 

 

海岸漂着物処理法第１７条第１項では、海岸管理者はその管理する海岸の土地にお

いて、その清潔が保たれるよう海岸漂着物等の処理のため必要な措置を講じなければ

ならないとされています。 

現在、本市の県管理海岸における海岸漂着物については、地域の住民やボランティ

ア団体が海岸清掃を行い集積した後、海岸管理者が運搬、処理を行っています。 

集積された海岸漂着物の運搬に日数を要すると、腐敗による悪臭が発生するほか不

法投棄を誘発するなど、良好な海岸環境を著しく損ねるおそれがあるため、運搬、処

理に係る予算を確保するとともに、契約方法を見直すなど迅速に処理をする必要があ

ります。 

北陸新幹線福井開業に伴い、本市を訪れる観光客が増加している中で、海岸の景観

やイメージアップの観点からも、県民、市民の要望が大きくなっています。 
 

 

＜市民生活部環境政策課＞ 

 

（要望）  

県管理海岸において、地域住民等が清掃活動を行い海岸漂着物を集積した場合、良

好な海岸環境を保持するため、十分な予算を確保するとともに、契約方法を見直すな

ど迅速に運搬、処理すること 
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 地域福祉に関すること 
 

【厚生労働省】 

○国 重層的支援体制整備事業の拡充について 

 

令和３年４月に重層的支援体制整備事業が創設され、これまで介護、障害、子育て、

生活困窮の分野ごとに行われてきた相談支援や地域づくりなどの既存事業への補助が

一本化されるとともに、相談支援や参加支援の新たな機能強化に資する事業への補助

が加わった「重層的支援体制整備事業交付金」が交付されています。 

この交付金では、既存事業分については、国、都道府県、市町村の費用負担割合や

補助基準額等はそれぞれの制度における現行の規定と同等とされた一方、新たな機能

強化に資する事業については、人口に応じた補助額が示されています。 

本市では、既に重層的支援体制整備事業を実施しており、地域包括支援センター運

営事業などの既存事業において複雑化・複合化した福祉課題を抱えた相談者が増加し

ています。これに対応するため、新たな機能強化に資する事業では、アウトリーチ支

援員を増員するなど、相談対応の強化を進めているところです。しかし、複合的な相

談の対応には、より高い専門性と経験を持つ人材の確保が必要です。 

これらの事業を安定的に推進するため、必要な人材を確保できるよう、既存事業分

については、国の費用負担割合の拡大や補助基準額等の引き上げを行うとともに、機

能強化分については、補助上限額の引き上げなど、国の財政支援の拡充が不可欠です。 

【参考】                     ※太枠内：新たな機能強化に資する事業 

＜福祉健康部福祉政策課＞ 

重層的支援体制整備事業名 既存事業 負担率等 

包括的相談支援事業 【介護】地域包括支援センター運営事業 

【障害】障害者相談支援事業 

【子ども】利用者支援事業 

【困窮】自立相談支援事業 

既存事業の負担率・

補助率と同等 

地域づくり事業 【介護】地域介護予防活動支援事業 

    生活支援体制整備事業 

【障害】地域活動支援センター事業 

【子ども】地域子育て支援拠点事業 

【困窮】生活困窮者支援等のための地域づくり事業 

既存事業の負担率・

補助率と同等 

参加支援事業 

多機関協働事業 

アウトリーチ等を通じた

継続的支援事業 

－ 

国 1/2、県 1/4、市町

村 1/4、補助対象経

費の上限額は人口規

模による 

（要望） 

重層的支援体制整備事業の推進には、高い専門性と経験を有した人材の確保が非常

に重要となることから、補助上限額の引き上げなど国において財政支援の拡充を図る

こと 

福祉・保健 



 

28 

 子育て福祉に関すること 

 

［健康福祉部児童家庭課］ 

【こども家庭庁】 

○県○国 障がい児等の受入れ体制の強化に対する支援について 

 

 

子ども・子育て支援新制度のもとで進められている保育の受け皿拡大に伴い、本市

の障がい児等の入園者数は、平成２６年度の１６５人から令和６年度２７１人と、年々

増加傾向にあります。 

一方で、障がい児保育にかかる地方交付税措置の拡充に伴い、保育を要する中軽度

の障がい児の福祉増進を図ることを目的とした「ふれあい保育推進事業」に対する県

の補助が、令和２年度から撤廃されました。そのため、障がい児等の受入れに伴う保

育士加配のための支援として、市単独で私立の保育園及び認定こども園に補助してい

ます。 

地方交付税の算定にあたっては、毎年４月１日時点における障がい児等の数を基に

基準財政需要額に算入されていますが、年度途中の認定児童数分は反映されておらず、

市の負担が増加しています。 

今後、こどもまんなか社会の実現に向け、多様な支援ニーズを有するこどもの健や

かな育ちを支えていく必要があります。 

 

 

＜こども未来部こども保育課＞ 

（要望） 

障がい児保育にかかる地方交付税措置について、年度途中の入所児童数分も含めた

適正な財政措置を講じること 

また、適正な地方交付税が措置されるまでの間、県において、障がい児等の受入れ

に必要な人件費補助等に対する財政措置を講じること 
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【こども家庭庁】 

○国 就学前教育・保育施設整備について 

 

 

就学前教育・保育施設の整備は、待機児童対策のための受け皿整備のほか、建物の

老朽化や耐震性への対応、幼児教育・保育の質の向上を図る上で、喫緊に取り組むべ

き課題であり、「こどもまんなか社会」の実現に不可欠なものです。 

本市においても、保育所や認定こども園等の新設・改修経費を一部補助する「就学

前教育・保育施設整備交付金」を活用し、これまで待機児童対策や入所児童の安全確

保、保育環境の改善を図ってきました。 

当該交付金については、令和６年度に、早期に予算上限額に達したことを受け、７

年度は、予算の拡充とともに協議方法の変更等の改善が図られましたが、施設の老朽

化への対応等により、ますます整備を必要とする施設の増加が懸念されます。 

今後も、こどもたちに安全安心で良質な保育・幼児教育を提供するため、教育・保

育事業者の整備計画に支障が出ないよう、所要財源の十分な確保を求めます。 

 

＜こども未来部こども保育課＞ 

（要望）  

保育所等の施設の老朽化への対応をはじめ、幼児教育・保育の質の向上を図る上で、

施設の整備計画に支障が出ないよう、所要の財源を十分に確保すること 

新 
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  介護に関すること 

 

［健康福祉部長寿福祉課］  

○県 社会を支える介護人材の確保について 

 

 

介護労働実態調査によると、福井県の約５割の事業所で介護人材が「不足している」

という調査結果となっています。 

県では、ふくい外国人介護職員支援センターの運営や人材派遣機関と連携し、外国

人介護人材確保に取り組まれていますが、第９期介護保険事業支援計画の最終年の２

０２６度に県内で約５５０人、２０３０年度には約６６０人の介護職員が必要となり、

外国人を始めとした介護人材の確保に更に取り組む必要があります。 

若年層に向けた介護業界の魅力発信やイメージアップのため、小・中学校における

出前講座や職場体験、中学・高校の教員向けの研修を継続するとともに、多様な働き

方を導入している事業所や処遇改善に前向きな事業所の取組の「見える化」を進め、

業界全体で働く環境を改善していくことが求められています。 

また、早期離職防止・定着促進に効果的な方策としては、働きがいのある職場環境

づくりや労働時間の柔軟化があげられます。介護現場の生産性向上推進事業補助金な

ど介護従事者の負担軽減に資する事業を継続し、体動センサー、ＡＩカメラ、排せつ

センサーなどを利用者のニーズに合わせて組み合わせる見守りシステムを導入してい

る先行事例とあわせて、介護従事者の負担軽減などの導入効果を広く周知する必要が

あります。 

＜福祉健康部介護保険課＞ 

 

 
 

（要望）  

介護人材に関して、外国人介護職員の確保を更に進めるとともに、若年層に向けた

介護業界のイメージアップに関する取組を継続すること 

介護従事者の負担軽減を図り、働きやすい職場環境を作るために、介護現場の生産

性向上の取組をさらに進めること 
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  保健・衛生に関すること 
 
【厚生労働省】 

 ○国 保健所の人材確保について 

 

新型コロナウイルス感染症対応では、これまでに経験したことのない感染者の急増に

伴い、保健所における医療専門職の人材不足が、全国的に大きな課題となりました。 

本市においても、医師や保健師などの人材の確保に取り組んでいるところですが、特

に医師については、確保が困難な状況です。 

また、近年多発している自然災害等においても、保健所は各医療関係機関とともに市

民の健康を守る必要があります。 

今後、新たな感染症や自然災害が発生した場合に迅速かつ的確に対応できるよう、公

衆衛生医師の人材確保に関する新たな制度の創設が必要不可欠です。 

 

＜福祉健康部福井市保健所地域保健課＞ 

 

 

 

 

 

（要望）  

公衆衛生を担う保健所について、医師の不足が課題となっていることから、人材確

保に資する新たな制度を創設すること 
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【健康福祉部健康医療局地域医療課、保健予防課】 

 ○県 新たな感染症に備えた医師の育成・確保について 

 

 

新型コロナウイルス感染症対応においては、県内の感染症指定医療機関においても

感染症専門医が不足しました。 

県は福井大学と、感染症医療の推進を図るために「感染症学講座」の設置に関する

協定を締結し、令和３年度からの５年間で講座運営費を支援しています。 

しかしながら、感染症専門医の育成には長期間を要することから、今後も新たな感

染症に適切・迅速に対応できる人材を確保するには、県内における取組の継続が必要

です。 

＜福祉健康部福井市保健所地域保健課＞ 

 

 

 

 

 

（要望） 

今後の新たな感染症に迅速・適切に対応するため、感染症専門医を育成・確保する

取組を継続すること 

 



 

33 

［健康福祉部健康医療局健康政策課］  

○県 国民健康保険財政への支援について 

 
 
国民健康保険は、被保険者の年齢構成が高いため医療費水準が高く、所得水準が低

いため、保険料の負担感が重いなど構造的な問題を抱えており、今後財政状況が厳し

くなっていくことが予想されます。 

こうした中、持続可能な医療保険制度を構築するため、平成３０年度からは都道府

県が国民健康保険の財政運営の責任主体となるとともに、国においては毎年約３，４

００億円の財政支援を行っており、財政基盤の強化が図られています。 

しかしながら、高齢化や医療技術の進展による一人当たりの医療費の増加への対策

としては不十分であり、今後の医療費の増加にも耐えうる更なる財政基盤の強化を図

るため、様々な財政支援の方策が求められています。 
 

＜福祉健康部保険年金課＞ 

 

（要望）  

医療費の増嵩に耐え得る国民健康保険財政の基盤を確立するため、国が責任を持っ

て財政支援策等を講じるよう、国に強く要望すること 

標準保険料の急激な上昇を抑制するなど、被保険者の負担に配慮した県独自の財政

支援制度の充実を図ること 
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  観光振興に関すること 

 

 

［交流文化部誘客推進課、観光政策課、インバウンド交流課]  

○県 中部縦貫自動車道県内全線開通を見据えた観光誘客 

の推進について 

 

  

北陸新幹線福井開業による集客効果を県内全域へと波及させるべく、首都圏等への

情報発信や機運醸成に、オール福井で全力を挙げ取り組んできた結果、特にまちなか

では、これまでにない賑わいが創出されています。また、今後予定されている中部縦

貫自動車道の県内全線開通により、さらなる交流人口拡大の機会を迎えようとしてい

ます。 

今後は、これらの効果を高めていくことが重要であることから、これまで注力して

きた首都圏に加え、中京圏にも積極的にアプローチするなど、商談会や出向宣伝、旅

行会社や出版社等への訪問の機会を通じた切れ目のないプロモーションを展開して

いかなければなりません。 

従来、県が主体となって実施してきた首都圏主要駅での出向宣伝に加え、中京圏で

の出向宣伝についても、県内各市町との連携・協力体制のもとに実施することが必要

です。 

特に、福井県の令和７年度予算において、中部縦貫自動車道沿道４市町が実施する

誘客イベントに対する補助事業が盛り込まれましたが、このような市町が主体となる

プロモーション活動への支援を、今後も継続することについて要望します。 

また、さらなる交流人口拡大の効果を確実に享受することができるよう、市町の協

力のもと、県がリーダーシップを持ってインバウンドプロモーションを強力に進めて

いくことについても要望します。  

 

＜商工労働部観光文化スポーツ局観光振興課＞ 

（要望）  

中部縦貫自動車道県内全線開通を見据えたさらなる誘客拡大を進めるため、県内各

市町への情報共有及び連携・協力体制のもと、強力なプロモーション活動を進めるこ

と 

観光・商工 

提案 
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［交流文化部誘客推進課、観光政策課］ 

○県 大河ドラマ「豊臣兄弟！」の放送を契機とした 

プロモーションの強化について 

 

 

大河ドラマは、幅広い世代に人気の高いコンテンツです。２０２６年（令和８年）

に放送予定の大河ドラマ「豊臣兄弟！」に、「お市の方」や「柴田勝家」、「茶々」など

が取り上げられることを契機に、これらゆかりの人物等を通じて、福井の魅力を全国

に発信し、誘客を促進することが重要です。 

大河ドラマ放送による誘客効果を最大限に高め、その効果を県内全域へと波及させ

るため、これまで以上に県と市町、関係団体が連携し、オール福井で効果的に情報発

信等に取り組む必要があります。 

また、これまでも、県と市町等が協力してＮＨＫに対して「豊臣兄弟！」で福井を

大きく取り上げてもらうよう要望活動を行っておりますが、継続して要望していく必

要があります。 

 
【参考】 

 福井に関わる最近の大河ドラマ 

  平成２３年 江～姫たちの戦国～（お江） 

平成３０年 西郷どん     （松平春嶽、橋本左内） 

  令和 ２年 麒麟がくる    （明智光秀） 

  令和 ５年 どうする家康   （結城秀康） 

  令和 ６年 光る君へ     （紫式部） 

 

 

＜商工労働部観光文化スポーツ局観光振興課＞ 

 

（要望）  

２０２６年大河ドラマ「豊臣兄弟！」に、福井ゆかりの歴史上の人物「お市の方」

や「柴田勝家」が取り上げられる。これを契機に、ゆかりの人物を通じて福井の魅力

を全国に発信し、誘客を促進するため、これまで以上に連携したプロモーションに取

り組むとともに、市町独自の取組に対して支援を行うこと 

新 提案 
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  農業、林業、水産業に関すること 

［農林水産部県産材活用課］  

○県 スマート技術導入の普及支援について 

 

スマート技術の活用は、人手不足を補い生産性を高めていく有効な手段であります。 

森林整備の促進を支援するため、森林内での境界明確化作業に有効な現地調査の手

段の開発や、ＩＣＴの利活用による森林調査及び森林経営計画の策定に必要な森林資

源のデータベースの整備など、林業分野で活用できるスマート技術が日々進歩してお

ります。県内の森林の基本情報が一体利用可能な森林クラウドが活用できれば、川上

側の情報の見える化が進みます。 

本市では、森林環境譲与税と森林経営管理制度を活用し、森林所有者の意向調査や

森林境界の明確化を進めています。これにより、これまで森林整備が進まなかった地

域での森林整備が進むことが想定されます。これらの情報を更新していくことで、よ

り精度の高いデータベースの整備を推進することを要望します。 

県では、森林組合連合会などと連携し、中間土場を核にした木材集荷体制の構築な

ど、生産から流通までの一連の供給体制の構築を進めています。一方で、川上の林業

経営体と川中・川下の製材、合板業者や工務店などの木材需要者との連携が十分でな

いことなど需要側が求める木材が必ずしも流通していないことが考えられます。 

そこで、川上側のデータベース（森林クラウド）を基盤として、川上から川下まで

の事業者が需給情報を共有でき、連携することのできるプラットフォームの構築を要

望します。          

 

＜農林水産部林業水産課＞ 

（要望）  

スマート技術を活用した森林クラウドを基盤として、川上の林業経営体と川中・川

下の製材、合板業者や工務店などの事業者が需給情報を共有でき、連携することので

きるプラットフォームを構築すること 

農林水産業 
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［農林水産部水産課］  

○県 新規就業者への支援について 

 
 
本市の水産業は、漁獲量や魚価の低迷等の影響により、漁業収入が減少し、深刻な

担い手不足の状態に陥っています。特に、一本釣り漁業、刺網漁業、延縄漁業等の個

人経営体数が減少しており、このままでは漁村地域に根差し、引き継がれてきた伝統

的な漁業（漁法）が継承されず、途絶えてしまうことが懸念されます。しかし、小型

船漁業を始めるには、漁船・漁具の調達時に多額の自己資金が必要となることから、

支援制度の強化を求めます。 
 

＜農林水産部林業水産課＞ 

（要望）  

小型船漁業に従事する人材の確保や育成を図るため、新規就業者への漁船・漁具購

入等に対する支援制度を強化すること 
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［農林水産部森づくり課］ 

【林野庁】 

○県○国 倒木や流木対策のさらなる推進について 

 

森林所有者の不在村化や山林への関心低下に伴い、管理されていない山林が増加し

ております。また、近年激甚化・頻発化している大雨災害等により発生した倒木や渓

流域に堆積していた過去に切り捨てされた木が、大味川などの河川の河口付近や漁港

に堆積する事例が見られております。特に、本市においては、令和５年８月の台風に

より、海域まで流木が流出し、白浜（国見）漁港へ漂着するなど深刻な漁業被害を受

けました。 

国、県において下流域での撤去の支援もありますが、上流部も発生源対策が重要で

あると考えられます。 

そこで、地域住民の安心安全を確保するため、渓流域における倒木や流木の除去・

処理を行うとともに、治山ダムの設置など、流木対策を強力に推進するよう要望しま

す。 

 

【参考】 

海岸線に漂着した流木 漁港に漂着した流木 
河川に堆積した 

土砂と流木 

 

 

 

 

 

 

 

  

渓流から人家に流れ出た

土砂と流木 

治山ダムの上に堆積した

土砂と流木 
沢沿いの林地残材 

 

 

 

 

 

 

 

  

＜農林水産部林業水産課＞ 

（要望）  

渓流域における倒木や流木の除去・処理を行うとともに、治山ダムの設置などによ

り、流木対策を強力に推進すること 

新 
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［農林水産部水産課］  

【水産庁】 

○県○国 漁港施設の老朽化対策への支援強化について 

 

 

国は令和４年に策定した「漁港漁場整備長期計画」において、漁港施設の長寿命化

を推進するため、漁港機能保全計画に基づく予防保全型の老朽化対策への転換を進め、

施設の長寿命化とライフサイクルコストを縮減するとともに、将来にわたる漁港施設

機能の確保を図る、としています。 

本市においても「漁港漁場整備長期計画」に基づき、平成２７年度から令和２年度

に市が管理する６漁港において「漁港機能保全計画」を策定し、国の「水産物供給基

盤機能保全事業」を活用し、漁港施設の改修を行ってきました。 

しかし、人口減少や高齢化等により、港勢の小さな本市の漁港においては「水産物

供給基盤機能保全事業」の採択要件とする漁船隻数や陸揚金額等を満たすことができ

なくなってきており、市の単独予算で対応せざるを得ない状況です。 

国や県は漁港の統合や漁港機能の集約を推進していますが、漁業協同組合や漁業者

の利便性の低下が懸念されることから、それらの同意が得られにくいのが現状です。

このため、「水産物供給基盤機能保全事業」の採択要件である利用漁船の実隻数および

登録漁船隻数「５０隻程度以上」を「２５隻程度以上」に引き下げることを要望しま

す。 

国の採択要件が緩和されるまでの間は、県において、県単漁港修築事業の予算拡大

による補助事業の充実を図る等、必要な老朽化対策への支援を行うことを要望します。 

 

＜農林水産部林業水産課＞ 

 

（要望）  

港勢の小さい漁港の老朽化対策について、国の支援が受けられるよう「水産物供給

基盤機能保全事業」の補助採択要件を緩和すること 

国の採択要件が緩和されるまでの間は、県において、県単事業の予算拡大による補

助事業の充実を図る等、必要な支援を行うこと 
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［農林水産部福井米戦略課、園芸振興課］ 

○県 農業における猛暑対策設備への支援事業再設について 

 

 

令和５年は、「熱中症警戒アラート」が発表される気温３５度以上となる猛暑日が続

き、また７月には１時間雨量６０ミリ以上の大雨も多く、異常な気象状況となりまし

た。令和６年も、猛暑日が多く、また 1 日雨量１００ミリ以上の大雨が２回あり、異

常な気象状況となりました。この気象は、米や野菜といった農作物の品質や収量を下

げ、農業者の収入にも多大な影響を与えました。 

今後も猛暑や大雨などの異常気象が予想され、これまで以上に農作物の品質や収量

に影響する恐れがあることから、それらに対応する設備や機器を導入する必要性があ

り、産地やブランド価値、農業者所得を維持するためには、設備の導入を積極的に支

援し、品質や収量を維持することが重要であると考えます。 

そのためには、令和５年度１２月補正予算で実施した猛暑や大雨対策設備導入を支

援する「農業における猛暑対策設備等支援事業」と同様の事業を再度設け、継続する

ことを要望します。 

＜農林水産部農政企画課＞ 

（要望）  

農業における猛暑対策を支援するため、猛暑対策設備の導入経費を補助する支援制

度を再設すること 
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  有害鳥獣に関すること 

 

［農林水産部中山間農業・畜産課鳥獣害対策室]  

【農林水産省】  

 

○県○国 有害鳥獣の処理等を行う施設の整備における交付対象要件

の拡充について 

 
 
有害鳥獣の捕獲後は、その大部分を埋設処分しています。 

しかしながら、住民や捕獲従事者の高齢化が進む中その負担も重く、埋設する場所

の確保も困難になっており、処理施設の整備を強く求められています。 

そこで、微生物を利用して捕獲獣を分解する減容化施設と捕獲獣の一時冷凍保管庫

を整備することとし、関係部局、関係機関、関係者と整備に向け協議を行っています。 

有害鳥獣を処理する施設の整備については、国の定める鳥獣被害防止総合対策交付

金の活用が考えられますが、交付対象範囲が建設のみであることから、用地の測量、

施設設計などを交付対象とし、それらが複数年にまたがる場合についても対象となる

よう、要件の拡充が必要です。 
 

＜農林水産部林業水産課有害鳥獣対策室＞ 

 

 

 

 
 

（要望）  

有害鳥獣の処理等を行う施設の整備に対し、交付対象要件を拡充すること 
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［農林水産部中山間農業・畜産課鳥獣害対策室］ 

【環境省】  

○県○国 野生鳥獣の個体数調査方法の確立と調査の実施について 

 

 

効果的な鳥獣害対策を行うためには、個体数や分布状況を把握することが非常に重 

要です。環境省では統計的手法を用いた全国の個体数推定（ニホンジカ・イノシシ） 

を実施していますが、現在の手法による個体数推定値は、上限と下限の幅が広く、実 

態に合った個体数が把握できないため、本市が捕獲目標などを策定するうえでの基準 

値とするには、不十分なものとなっています。 

また、県ではニホンジカ、ツキノワグマ、ニホンザルについては調査を行い県内の 

個体数の推計を行っていますが、イノシシ、カラス、アライグマ等は個体数を推定し

ていません。 

さらに、鳥獣は市町境を越えて動くため、市町単独では個体数や分布状況の正確な 

把握が困難です。 

捕獲目標などを策定するためには、個体数や分布状況をもとに計画することが重要 

であるため、できるかぎり実態に近い個体数の把握が可能となる獣種別の調査方法の 
確立と調査の実施が必要です。 
 

＜農林水産部林業水産課有害鳥獣対策室＞ 

 

 

 
 

（要望）  

実態に近い個体数の把握が可能となる、獣種別の全国で統一された調査方法を確立

すること 

県内を細分化した獣種別の個体数や分布状況の調査を実施すること 
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  農村基盤に関すること   【巻末資料（１）参照】 

 

 

［農林水産部農村振興課］ 

【農林水産省】 

○県○国 農業集落排水の安定的な運用について 

 

 

本市の農業集落排水処理施設は、管理をする地区数が２３地区と多く、設備につい

ても耐用年数を超え、老朽化してきていることから、計画的な更新及び補修が必要で

す。 

「岡保南部地区」については、供用開始から２０年が経過し、経年による施設の老

朽化により維持管理費が増大しています。今後も安定的な処理を行うため、機能強化

事業により施設機器の更新及び補修を行い、施設の長寿命化を図ることが必要である

ため、令和８年度の事業採択に向け、特段の配慮を要望します。 

加えて、既に採択いただいた機能強化事業は、施設の機能維持、安定的な運用、公

衆衛生の確保の観点からも確実な事業実施が求められます。事業を計画的に実施して

いくためには、十分な財源の確保と継続的な支援が不可欠となっています。 

＜上下水道局事業部下水施設課集落排水管理事務所＞ 

 

 

 

 

 

 

（要望）  

農業集落排水施設（岡保南部地区）の機能強化事業について、令和８年度の新規事

業として採択すること 

農業集落排水施設の長寿命化対策へ安定的かつ継続的な支援をすること 

新 
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［農林水産部農村振興課］  

【農林水産省】 

○県○国 農村地域の防災減災対策の推進について 

農村地域防災減災事業（県営）布施田排水地区 

  
国は、近年頻発化・激甚化する豪雨災害や地震等による災害を防止し、農村地域の

防災力の向上を図るための総合的な防災・減災対策を推進しています。また、県は、

農村地域で発生する自然災害を未然に防止し、持続的な発展を図るため、排水機場な

どの基幹水利施設の機能強化を推進しています。 

本市においては、国・県の補助事業・交付金を活用しながら、農業基幹施設の防災・

減災対策の整備や長寿命化に向けて実施する県営事業に対して支援をしています。 

布施田排水地区の排水機場は、昭和２９年から昭和４６年に整備された揚水機場を

昭和５８年に排水機場に改修され、排水機場、排水路とも整備後５０年が経過してい

ることから老朽化が著しく、排水能力が低下しているとともに、周辺農地の開発が進

み排水流入量が増加していることから、本排水路から越水が生じ、湛水被害がたびた

び発生している状況です。 

 

【参考】 
                    新規事業 農村災害対策整備事業（予定） 

                    事業期間：令和８年度～令和１３年度 

                      事業内容：排水機場工  １式 

                           排水路工   １，０００ｍ 

                      総事業費：２，７００，０００千円 

                      補 助 率：国５５％、県２５％、市２０％ 

                      市負担額：５４０，０００千円 

 

 

 

 

 

 

 

＜農林水産部農村整備課＞ 

（要望）  

 老朽化した排水機場および排水路を整備し、ほ場や道路の冠水を未然に防止すると

ともに、農村住民の生命・財産・生活を守るため、令和８年度事業採択に向け特段の

配慮をすること 

新 
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  道路に関すること   【巻末資料（２）参照】 

 

［土木部道路建設課] 

○県 一般県道 徳光福井線バイパスの早期事業化について 

 
 
本路線は、狭隘区間や屈曲する箇所があり、冬期間は積雪による交通障害が発生し

ています。 

こうした状況を受け、平成１７年５月に地域の意見を反映できるよう、地元関係者

と県、市から成る「道づくり協議会」が設置され、平成１９年３月には徳光町から一

般国道１５８号までの概略ルートが定まりました。平成２５年度より徳光町から下細

江町の区間について整備が進められ、令和５年度に完成していますが、下細江町から

一般国道１５８号までの区間は、令和３年１０月に策定した「道路整備プログラム」

に掲載されてはいるものの、事業化されていない状況となっています。 

本路線は、一般県道徳光鯖江線と連絡することで本市と鯖江市を結び、一般国道８

号のバイパス道路としての役割を担っています。また、積雪時の走行性及び定時性の

確保に加え、国道８号の交通混雑の緩和により、経済活動の活性化や地域振興に寄与

することが期待されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜建設部道路課＞ 

 

（要望）  

下細江町から一般国道１５８号までの区間を早期に事業化すること 

建設・生活インフラ 

計
画
区
間 

事
業
完
了 
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   河川、砂防、海岸、港湾に関すること 【巻末資料（３）参照】 

 

［土木部河川課]  

○県 河川改修事業（芳野川・大森川）の推進について 

 

 

県管理の一級河川芳野川は、森田北東部土地区画整理事業により河川用地を生み出

し、県施工により改修が完了していますが、排水機場は未整備となっています。排水

時に道路を横断してホースを設置するため、迅速な対応が困難であり、車両の通行に

支障をきたしています。 

また、一級河川大森川については、九頭竜川合流部において、樋門の断面不足など

により浸水被害を受けやすくなっていることから、早急に浸水対策に向けた工事を行

うための計画の策定が必要です。 

＜建設部河川課＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（要望）  

一級河川芳野川への排水機場を整備すること 

一級河川大森川の樋門の拡幅など浸水対策に向けた工事を行うための計画を策定

すること 

 



 

47 

［土木部河川課］  

 

○県 河川改修事業（狐川）の着手について 

 

 

県管理の一級河川狐川は、ハピラインふくい線から下流は河川改修により整備済です

が、上流については未改修となっています。そのため、大雨の度に狐川が溢れ、周辺の水

路が流れなくなり、住宅の浸水や道路冠水などの多大な被害が発生しています。 

近年は、気候変動の影響により豪雨災害が激甚化・頻発化しており、ハピラインふくい

線から上流域の木田地区では宅地化が進んでおり、更なる被害の増加が懸念されること

から、早急な浸水対策が必要です。 

本市では、流域治水の対策として既存の公園を活用した調節池の整備等に取り組んで

おりますので、一日も早く河川整備計画を策定し、改修未計画区間の事業着手を要望し

ます。 

 

＜建設部河川課＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

（要望）  

ハピラインふくい線から上流の改修未計画区間について事業に着手すること 
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［土木部砂防防災課]  

○県 県単急傾斜地崩壊対策事業の制度拡充について 

 

 

福井市内には、急傾斜地の崩壊による土砂災害特別警戒区域が１，５９４箇所指定

されています。これらの内、本市では一定の要件を充たす箇所において県単急傾斜地

崩壊対策事業を実施していますが、近年大雨による土砂災害が全国で多発しており、

市民から急傾斜地崩壊対策に関する要望が増えています。 

本市には当事業の対象箇所が数多く存在し、住民生活を脅かしていることから、一

刻も早く対策を講じる必要がありますが、事業に必要な測量試験費や補償費等は補助

対象外であり、市の負担が大きくなっているため、制度の拡充を要望します。 

＜建設部河川課＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（要望）  

事業進捗を図るため、測量試験費や、補償費等を補助対象へ拡充すること 



 

49 

［土木部港湾空港課、農林水産部水産課] 

○県 鷹巣港および鷹巣漁港内への砂の流入防止対策について 

 

 

県管理の鷹巣港は小型船舶が安全に停泊する避難港として、鷹巣漁港は漁業活動の

拠点として重要な役割を担っていますが、近年、鷹巣港および鷹巣漁港の航路や泊地

内に砂が流入・堆積するため、県が海底の堆砂状況を把握し、浚渫を行っているとこ

ろです。 

冬季に地元の漁船の出入港に支障が出ていることに加え、天然の岩礁域に生息する

魚介類の生息環境を阻害するおそれもあることから、今後も適切に浚渫を実施してい

ただくとともに、砂の流入を防ぐための抜本的な対策を行うよう要望します。 

 

＜農林水産部林業水産課＞ 

 

 

（要望）  

鷹巣港および鷹巣漁港内に砂が堆積し、船舶の航行に支障が出ているため、原因を

調査し、砂の流入を防ぐための抜本的な対策を講じること 
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 水道、下水道に関すること 

 

［土木部河川課］ 

【国土交通省】 

○県○国 上下水道施設の耐震化・老朽化対策等に対する支援について 

 

 

令和６年１月の能登半島地震や９月の能登半島豪雨などの大規模自然災害により、

全国各地で上下水道施設に甚大な被害が発生しています。 

また、今年１月に埼玉県八潮市で発生した下水道管の破損に起因する道路陥没事故

を受け、国は下水道管路施設の点検手法や頻度の見直しを進める方針を示しています

が、新たな点検・修繕の実施に伴い、地方自治体の財政負担や業務負担が大幅に増加

することが懸念されます。 

本市においては、各事業の経営戦略等を策定し、管路や施設の耐震化・老朽化対策

等を進めているところですが、耐用年数を超えた施設や設備が複数あり、未だ多くの

施設が耐震基準を満たしていない状況にあることから、計画的な改築が必要となりま

す。 

特に、令和６年度から工事に着手している足羽ポンプ場更新事業や、今後工事に着

手する原目配水池更新事業及び九頭竜浄水施設更新事業は、本市の重要な基幹事業で

あり、確実な実施が求められます。また、山間部や沿岸部での生活の基盤となる簡易

水道事業においても、老朽化対策が進んでいないなどの課題を抱えています。 

一方、人口減少に伴う料金収入・使用料収入の減少に加え、物価の高騰などにより

これまで以上に事業費の増加が見込まれることから、今後、上下水道事業の経営は急

速に悪化する見込みです。 

将来にわたって安全で安心な上下水道サービスを提供していくためには、施設の耐

震化・老朽化対策等を推進していく必要があり、毎年の安定した予算の確保と重点的

かつ継続的な支援、並びに、水道事業に対する財政支援の拡充及び要件の撤廃を求め

ます。 

 

＜上下水道局経営部経営管理課、 

      事業部水道管路課、水道施設課、簡易水道課、下水管路課、下水施設課＞ 

 

（要望） 

大規模な自然災害等の際にも被害を未然に防ぎ機能を維持するため、上下水道施設

の耐震化・老朽化対策等に対し、安定的かつ継続的な支援を行うこと 
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［土木部河川課] 

【国土交通省】 

○県○国 県営産業団地への下水道整備に対する支援について 

稲津町・荒木新保町 

 

 

本市では、新たな県営産業団地の整備対象地が稲津町及び荒木新保町に決定し、令和

９年度の分譲開始に向けた準備を進めています。これに伴い、産業団地の排水を受ける

「稲津汚水１号幹線」について、令和５年度末から詳細設計に着手し、令和６年度は総

延長約３ｋｍのうち、１．４ｋｍの工事を発注し、現在整備を進めているところです。 

県営産業団地に接続する上下水道等のインフラ整備については、本市と県が締結した

「県営産業団地整備事業に関する協定」に基づき全額本市の負担となっています。その

負担は、下水道整備の総延長は約３ｋｍに及ぶ大規模なものであり、莫大な費用を要す

る見込みとなっています。一方、活用する社会資本整備総合交付金については、十分に

確保できていないのが現状です。  

この状況では、本市の財政負担が大きくなるだけでなく、令和８年度中の完成が困難

となる恐れがあります。 

本市としましては、県の産業振興と地域経済の発展に寄与するため、県と協力しなが

ら本事業を着実に推進する必要があり、社会資本整備総合交付金の十分な確保が不可欠

です。 

 

＜上下水道局経営部経営管理課＞ 

（要望） 

 本市が実施する県営産業団地までの下水道整備事業について、社会資本整備総合交

付金による確実な財政支援を行うこと 
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  教育環境に関すること 

 

［教育庁教育政策課] 

【文部科学省】 

○県○国 学校教育施設整備への支援について 

 

 

本市の学校施設は、昭和４０年代から５０年代に集中的に整備されており、老朽化が

顕著となっています。このため、児童生徒が安全安心に学校生活を過ごすことができる

よう、学校施設の全面的な長寿命化改良を行うほか、屋上や外壁の予防的な改修工事も

推進しています。 

さらに、環境負荷の低減や環境教育に寄与する施設の整備が求められている中、本市

においては、ゼロカーボンシティの実現に向けた学校施設の省エネルギー化など積極的

に取り組んでおります。 

このような中、長寿命化事業においては、改修面積に国が定める単価を乗じた配分基

礎額を上限に学校施設環境改善交付金が算出されていますが、実際かかる事業費は配分

基礎額を大きく超えており、結果的に総事業費に占める交付金の割合は低くなります。 

また、予防改修事業においては、対象建物が建築後２０年以上４０年未満であるもの

という条件が付されていることから、本市における学校施設については、交付金の対象

事業にできず、市単独の財源にて改修を行っているところです。いずれの長寿命化改良

事業におきましても、今後の継続した取り組みには財源の確保が課題となります。 

                    

＜教育委員会事務局教育総務課＞ 

（要望）  

長寿命化改良事業のうち、長寿命化事業に係る交付金について、実情に見合った補

助単価の引き上げを行い、十分な財源措置を講じること 

また、予防改修事業に係る交付金について建築後４０年以上経過した建物も対象と

すること 

教育 
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［教育庁教職員課、教育政策課]  

【文部科学省】 

○県○国 教員の適正配置について 

 
 
近年、子どもを取り巻く環境は多様化かつ複雑化しており、指導内容の変化や保護

者への対応等に教員は多くの時間を費やすため、教材研究や子どもたち一人一人に丁

寧に向き合う時間を十分に確保することが難しくなっています。 

また、産休・育休や介護休暇等に対する代替教員が不足しています。育休を取得す

る男性教員が増えてきていることもあり、教員不足状態が恒常化しています。教員不

足のため多忙となっている現状から、身体的・精神的理由により病気休暇を取得する

教員が増えるという悪循環が起こっています。このような、代替教員を確保できない

状況では、小中学校においては担任を任せる教員がいない、中学校においては授業が

成立しない教科が出てしまうことが懸念されます。さらに、教員採用試験の倍率低下

に伴い、代替教員として勤務できる講師の数が激減しているため、教員不足に拍車が

かかっています。一方で、現在、定年延長や再任用により教諭が増えている状況にあ

ります。 

このような状態を恒常化させないため、定年延長した教員と再任用教員が、産休・

育休や介護休暇等を取得した教員の代替として勤務できる制度の導入を強く要望しま

す。 

また、児童生徒の個別対応が求められ、保護者対応も複雑化している昨今、担任の

業務が増大しています。大きな負担を抱えている担任に対する手当や保障の拡充が必

要不可欠です。 

 

 

＜教育委員会事務局学校教育課＞ 

 

（要望）  

産休・育休や介護休暇を取得する教員に対する代替教員の確保に努め、教員不足に

ならないよう適正に配置すること 
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［教育庁教職員課] 

【文部科学省】  

○県○国 特別支援教育充実のための人員の配置について 

 
 
特別支援学級においては、国の学級編制基準は、障がい種別を問わず上限８名まで

となっています。児童生徒の実態や指導内容、学年、保護者のニーズは様々であり、

最大８名の児童生徒に１人の教員できめ細かな指導をするには限界があります。 

また、自閉症、情緒障害学級において、担任１人での多動や衝動性への対応は困難

です。 

さらに、インクルーシブ教育が浸透するのに伴い、本来特別支援学校へ就学するこ

とが望ましい児童生徒が地域の学校へ就学する事例や、医療的ケアの必要な児童生徒

が地域の学校で就学したいという希望も増えています。加えて、通常学級においても

特別な支援・配慮を要する児童生徒が増加しており、通級指導や支援員及び看護師に

よるサポートが求められています。 

これらのことから、特別支援学級や通級指導、通常学級での支援を行う教員や支援

員、看護師を確保していくことが必要です。 

そのため、特別支援学級においても、在籍する人数や特別支援学校対象の児童生徒

数によって支援員を配置する制度の創設及び通級による指導担当教員や支援員を適正

に配置するための支援制度の拡充に加え、国の学級編成基準の見直しを強く要望しま

す。 

 

＜教育委員会事務局学校教育課＞ 

 

（要望）  

特別支援学級においてきめ細かな指導ができるよう、在籍する人数や障がいの程度

によって支援員を配置する制度を創設すること 

通常学級においても特別な支援を必要とする子どもたちに対応できるよう、通級に

よる指導担当教員や支援員を適正に配置するための支援制度を拡充すること 

現在、在籍児童生徒８名で１学級の編成となっている特別支援学級における学級編

成基準を、６名で１学級の編成である特別支援学校の学級編成基準と同様になるよ

う、県から国に働きかけること 
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［教育庁教職員課］  

【文部科学省】 

○県○国 栄養教諭・学校栄養職員の配置基準見直しについて 

 
 
栄養教諭・学校栄養職員の配置基準は、共同調理場方式の場合、児童生徒数 

１，５００人以下で 1 人、１，５０１人から６，０００人で２人、６，００１人以上

で３人、単独調理校では、児童生徒数５５０人未満の学校４校に 1 人、５５０人以上

の学校で 1 人となっています。共同調理場方式の配置基準は、単独調理校方式と比較

すると、基準の児童生徒数が多く、また、６，００１人以上が上限で、それ以上の区

分がありません。近年、全国的にも１０，０００食以上の大規模な共同調理場が整備

されてきている中、現在の基準では実態にそぐわない状況となっています。 

また、学校給食の実施は、国の地方交付税算定基準において民間委託等の効率的な

運営が標準とされており、単独調理校から共同調理場への集約を図り、調理業務等を

民間委託せざるを得ない状況となっています。 

このことから栄養教諭及び学校栄養職員の配置基準を見直し、共同調理場方式にお

ける配置を拡充するとともに、児童生徒数１０，０００人以上等の大規模な共同調理

場にも対応した区分を設けることが必要です。 

また、本市においては１３，０００食対応の学校給食センターを運用しており、取

り扱う食数の大幅な増加に加え、食物アレルギーへの対応が必要な児童生徒数が増え

ている中、その対応食の提供も行っています。さらにこれまでの食育の取組の継続と

一層の推進に努めなければなりません。 

これらのことから、栄養教諭及び学校栄養職員の配置に関して、国に適正な配置と

なるよう要望するとともに、県においては配置数を維持していただくことが必要です。 

単独調理校方式や共同調理場方式など、どのような給食提供の方式でも、必要な人

数の栄養教諭・学校栄養職員が確保され、安全・安心な給食を提供すること、児童生

徒への食育指導の機会を確保していくことが重要であると考えています。 

 

＜教育委員会事務局保健給食課＞ 

（要望）  

栄養教諭・学校栄養職員の配置基準を見直し、共同調理場方式における栄養教諭及

び学校栄養職員の配置を拡充すること 

また、共同調理場方式の場合の配置基準について、児童生徒数１０，０００人以上

等の大規模な共同調理場にも対応した区分を設けること 
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［健康福祉部こども未来課］ 

【こども家庭庁】 

○県○国 放課後児童クラブに係る財政支援の充実について 

 

 

放課後児童クラブの果たす役割は、社会情勢の変化などにより、ますます重要にな

ってきており、その安定運営に向けた職員の処遇改善が必要不可欠です。 

処遇改善については、従来の補助基準額に加え、令和４年２月からは、「コロナ克服・

新時代開拓のための経済対策」により３％程度の処遇改善が行われたほか、令和６年

度から常勤の放課後児童支援員を２名以上配置した場合の補助基準額が創設されたと

ころですが、本市を含め、全国的にも放課後児童クラブ職員の平均給与は、他職種の

平均給与を下回っており、国に対してさらなる処遇改善策を要望します。 

また、近年放課後児童クラブ職員の処遇改善が図られていく中で、その制度が複雑

化しており、事業者からは事務の簡素化など改善を望む声が寄せられています。 

このほか、県では、ひとり親家庭や生活保護世帯等に対する児童クラブ利用料の助

成制度を行っていますが、現在の助成制度は兄弟姉妹がいる世帯は対象となっておら

ず、本市としては多子世帯の保護者の負担軽減も重要と考えていることから、制度の

拡充を要望します。 

 

＜こども未来部こども育成課＞ 

（要望）  

放課後児童クラブ職員の新規人材の確保や離職防止のため、放課後児童クラブ職員

の給与が他職種と比べて適切な水準となるよう処遇改善を図るとともに、処遇改善に

係る事業の事務の簡素化を図ること 

県は、多子世帯に対する利用料の負担を軽減するため、助成制度の拡充を図ること 



 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 財源確保、事業推進等に係る要望 
 
 



+

要望 要望先 福井市 担当部局

市街地再開発事業等について

市街地再開発事業補助金について、国の予算措置に合わせて事業が執行
できるよう必要な予算を確保すること
民間による市街地再開発事業について、社会資本整備総合交付金の予算
措置をすること

福井城址周辺整備事業について

福井まちなか地区（第２期）都市再生整備計画（計画期間：令和６～
１０年度）の着実な推進のため、都市構造再編集中支援事業による確実
な予算措置をすること
「県都グランドデザイン」に基づき、福井城址や養浩館庭園等の歴史資
源をつなぎ回遊性の向上を図る福井城址周辺整備事業への財政支援を継
続すること

要望 要望先 福井市 担当部局

雪寒指定道路の指定基準の緩和等について

雪寒事業について、雪寒指定道路の指定基準の緩和及び補助率をかさ上
げし、除排雪経費への十分な財政措置を図ること

消雪施設整備及び除雪機械購入費等に対する社会資本整備総合交付金の
総額確保について

冬期間の安全で安心な道路交通を確保するため、消雪設備の整備や除雪
機械の購入費等に対する社会資本整備総合交付金の総額を確保すること

大雪等の自然災害による突発的な経費について

大雪等の自然災害は突発的に発生するものであり、市が事前に対応出来
る施策には限界があるため、災害経費に係る県の新たな財政支援制度を
創設すること
大雪時における市町村道の除雪に対する臨時特例措置について、対象路
線の基準の緩和及び補助率をかさ上げし、地方財政への支援強化を図る
こと

■中心市街地のまちづくりに関すること
要望内容

土木部
　都市計画課

国土交通省

都市政策部
　都市整備課

未来創造部
新幹線・交通まち
づくり局
　交通まちづくり
課
土木部
　都市計画課

国土交通省

都市政策部
　都市整備課

■大雪等に関すること
要望内容

国土交通省
建設部
　道路課

土木部
　道路建設課

国土交通省

建設部
　道路課

総務部
　市町協働課
土木部
　道路建設課

国土交通省

財政部
　財政課
建設部
　道路課

都市機能

生活・防災

本市では、中核市移行に伴い、地域の拠点都市として、近隣の市町と連携し、経済成長の牽引

や都市機能の集積・強化を図ることにより、人口減少・少子高齢化等の諸課題の解決に積極的に

取り組んでいます。

こうした中で、極めて厳しい財政状況において、本市はこれらの課題に対し、持続可能な社会

を実現するための取組として、子育て環境の整備や教育環境の充実、社会資本の長寿命化などを

着実に進めていく必要があります。

本市が地域の拠点都市としての役割を十分に果たしていくため、次に掲げる施策の推進及び予

算措置について、特段の配慮をお願いいたします。
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要望 要望内容 要望先 福井市 担当部局

防犯カメラ設置補助事業の継続等について

防犯カメラの設置に対する補助を継続すること及び補助対象区域を市町
の実状に応じた地区単位に対応できるようにすること

個別避難計画作成経費に係る財政措置の拡充について

避難行動要支援者に係る個別避難計画について、平時から地域や福祉と
連携し、実効性のある計画が策定できるよう支援を継続するとともに、
財政措置を拡充すること

福祉避難所支援事業補助金の拡充について

災害時に福祉避難所の機能を十分に発揮し、高齢者や障がい者等の要配
慮者が安心して避難生活を送れる環境を整備するため、必要な資機材の
購入費用について継続的に財政支援すること

要望 要望内容 要望先 福井市 担当部局

自治体情報システムの標準化に要する経費について

システム標準化後の運用経費について、費用負担が大幅に増大する見込
みとなっているため、必要な財源措置等を早急に講じること
特定移行支援システムの標準化に要する一切の経費について、自治体に
負担が生じないよう、全額国費負担による財源措置を行うこと

要望 要望先 福井市 担当部局

生活困窮者あんしんサポート事業について

物価高による影響が大きい生活困窮者を一時的に支援するため、生活困
窮者あんしんサポート事業の継続に必要な財源を確保すること

ひきこもり支援について

自治体が、当事者・家族等の状況に応じた支援を積極的に行えるようひ
きこもり支援推進事業の補助率の見直しを行うこと

要望 要望先 福井市 担当部局

市単独事業のタクシー利用等に係る外出支援について

在宅の障がい者が日常生活を行うためのタクシー利用料金の一部を助成
する事業に対する支援制度を創設すること

要望 要望先 福井市 担当部局

介護用品支給事業を地域支援事業交付金の任意事業として継続すること
および交付金の上限額撤廃について

介護用品支給事業について、地域支援事業交付金の任意事業の対象期間
が第９期介護保険事業計画期間である令和９年３月３１日までとなって
いるが、４月１日以後も地域支援事業交付金の任意事業として事業を継
続するとともに交付金の上限額を撤廃すること

健康福祉部
　地域福祉課

福祉健康部
　地域包括ケア推進
課

■介護に関すること

要望内容

健康福祉部
　長寿福祉課

厚生労働省

福祉健康部
　介護保険課

■社会福祉に関すること
要望内容

健康福祉部
　地域福祉課

福祉健康部
　福祉政策課

厚生労働省
福祉健康部
　福祉政策課

■障がい福祉に関すること
要望内容

健康福祉部
 障がい福祉課

福祉健康部
　障がい福祉課

防災安全部
　県民安全課

危機管理監
　危機管理課

■防犯・防災に関すること

防災安全部
　危機管理課
健康福祉部
　地域福祉課
内閣府

危機管理監
　危機管理課

■自治体ＤＸに関すること

総務省

デジタル庁

総務部
　行政DX推進課

福祉・保健

新

新

新

新
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要望 要望先 福井市 担当部局

支援対象児童等見守り強化事業について

児童虐待防止に効果的な施策である本事業に市町村が継続して取り組む
ことができるよう、現在の財政措置水準を維持継続すること

貧困やひとり親家庭の子どもに対する学習支援事業について

福祉的な視点から、支援を必要とする生活困窮世帯やひとり親家庭の子
どもに対する学習支援事業を自治体が積極的に行うことができるよう、
補助率を見直すこと

子ども医療費助成制度における補助対象年齢の拡大について

子ども医療費助成制度における補助対象の年齢を高校３年生（１８歳年
度末）までに拡大すること

要望 要望先 福井市 担当部局

予防接種の財源について

定期予防接種に係る財源について、交付税措置から全額国庫負担とする
こと

がん検診の受診促進について

「新たなステージに入ったがん検診の総合支援事業」の対象年齢の拡大
と胃がん、肺がん、大腸がんを助成対象がんに追加すること

要望 要望内容 要望先 福井市 担当部局

自然環境整備交付金等について

国定公園及び長距離自然歩道において、施設の老朽化が著しく財政負担
が年々増加していることから、適正な保護と利用の増進を図るため、補
助率をかさ上げし、必要な財源を確保すること

遺跡内に復元した建物の改修について

国指定史跡等に復元した建物の改修工事は、国庫補助の対象とするこ
と。また県は国庫補助の有無にかかわらず、補助金等の支援策を講じる
こと。

福井を学ぶ体験旅行推進事業費補助金の継続について

新幹線開業効果を持続させるべく、合宿にかかる県費補助について、特
別加算を含めた財源措置を継続すること

こども家庭庁
こども未来部
　こども家庭セン
ター

厚生労働省

厚生労働省

福祉健康部
　健康管理センター

要望内容

厚生労働省

■子育て福祉に関すること

こども未来部
　こども政策課

健康福祉部
　こども未来課

こども未来部
　こども政策課

福祉健康部
　健康管理センター

こども未来部
　こども家庭セン
ター

エネルギー環境部
　自然環境課

環境省

商工労働部
観光文化スポーツ局
　観光振興課

■観光振興に関すること

■保健・衛生に関すること
要望内容

交流文化部
　観光政策課

商工労働部
観光文化スポーツ局
　観光振興課

教育庁
生涯学習・文化財
課

文化庁

商工労働部
観光文化スポーツ局
　文化振興課
　一乗谷朝倉氏
　　遺跡事務所

観光・商工

新

新
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要望 要望先 福井市 担当部局

海岸漂着物等地域対策推進事業補助金について

海岸漂着物等地域対策推進事業補助金が年度途中で枯渇することがない
よう、十分な財源を確保すること

間伐の推進及び間伐材の安定供給に必要な森林整備について

森林の有する多面的機能を発揮させるため、必要な森林整備に対する安
定的な財政措置を維持すること

森林・山村地域活性化振興対策交付金について

森林・山村地域活性化振興対策交付金の安定的な財源を確保すること

要望 要望先 福井市 担当部局

侵入防止柵の設置並びに電気柵の一部更新について

侵入防止柵の設置に対する補助を継続すること
電気柵の部品交換（本体のみ、電柱のみ、支柱のみ）に対する県補助制
度を創設すること

鳥獣被害防止総合対策交付金（ソフト）について

有害鳥獣の捕獲の強化を図るため、捕獲機材の整備等に対する補助金額
上限額を引き上げ、必要な予算を確保すること

有害獣処理について

捕獲獣の種別で定めた１頭当りの上限単価を引き上げること
捕獲有害獣への支援のうちイノシシについても、シカと同様に国からの
支援を確保し、市の負担軽減を図ること

要望 要望先 福井市 担当部局

農業農村整備事業について

農業従事者の高齢化・後継者問題、産地間競争の激化など農業経営が厳
しくなる中、本市農業の発展と農業基盤施設の永続的な維持管理のた
め、農業農村整備事業に係る地元負担軽減措置をすること

多面的機能支払交付金事業について

多面的機能支払交付金のうち、資源向上活動（長寿命化）の予算が要求
額を下回り、農業施設の長寿命化への取組が困難になっているため、必
要な財源を確保すること

地籍調査事業について

地籍調査負担金の対象範囲は重点５分野（防災対策等）に該当する地籍
調査に限定され、社会資本整備総合交付金の対象範囲は基幹事業の「関
連事業」として調査を行うことを条件としているが、現行の要件では新
規地区への地籍調査着手のハードルが高く、第７次十箇年計画の数値目
標を達成することが困難であるため、地域の実情に沿った地籍調査を実
施するためにも、重点５分野等に該当しない地籍調査についても、十分
な国庫補助の確保及び配分を行うこと

農林水産部
　農村振興課

農林水産省

農林水産部
 中山間農業・畜産
課鳥獣害対策室

農林水産省

農林水産部
　林業水産課
　有害鳥獣対策室

農林水産部
　農村整備課

エネルギー環境部
　循環社会推進課

農林水産部
　林業水産課
　農村整備課

要望内容

■林業・水産業に関すること

農林水産省
農林水産部
  林業水産課

要望内容

農林水産部
　農村整備課

農林水産部
　農村振興課

国土交通省

農林水産部
　農村振興課

農林水産省

農林水産部
　農村整備課

農林水産部
　森づくり課

農林水産省

農林水産部
  林業水産課

農林水産部
 中山間農業・畜産
課鳥獣害対策室

農林水産省

農林水産省
農林水産部
　林業水産課
　有害鳥獣対策室

農林水産部
　林業水産課
　有害鳥獣対策室

■農村基盤に関すること
要望内容

■有害鳥獣に関すること

農林水産業
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要望 要望先 福井市 担当部局

水利施設等保全高度化事業について（県営）桝谷第２地区

農業用水の安定的な供給や老朽化した農業水利施設等の保全管理と長寿
命化を図るため、継続して財政支援すること

農村地域防災減災事業について（県営）
大安寺地区(第一･第二)、主計地区、大土呂地区、文殊南部地区、
滝波地区、古川排水地区、神田谷地区

農業農村地域における防災減災対策を推進し持続的な発展を図るため、
排水機場などの基幹水利施設の機能強化に対して、継続して財政支援す
ること

農村整備事業について（県営）福井東部地区

農作物の輸送時の荷傷み防止や通行の安全性及び利便性の確保を図るた
め、農免道路の舗装改修に対して、継続して財政支援すること

農業競争力強化基盤整備事業について（県営）
清水杉谷地区、清水山１期・２期地区、片山地区、甑谷地区、杉谷地区

将来の農業を担う生産者の効率的かつ安定的な経営を図るため、農地の
利用集積促進と生産基盤整備の一体的な実施に対して、継続して財政支
援すること

要望 要望先 福井市 担当部局

都市計画道路　福井縦貫線の整備について

４車線化による安定的な物流の確保及び交通渋滞の緩和を図るため、道
路整備に必要な予算配分をすること

都市計画道路　丸山上北野線の整備について

安全・安心な通学路の確保や交通の円滑化を図るため、道路整備に必要
な予算配分をすること

都市計画道路　高木灯明寺線の整備について

新駅周辺における歩行者等の交通の安全性及び利便性の確保を図るた
め、新駅の整備に合わせて踏切道の改良等道路整備に必要な予算配分を
すること

一般県道　清水麻生津線〔新日野川橋（仮称）〕の整備について（巻末
資料（２）①）

観光振興、地域経済の発展、福井市街地とテクノパーク企業等との物流
の円滑化及び地域間交流・連携の強化を図るため、道路整備に必要な予
算配分をすること

主要地方道 福井四ヶ浦線の改良・防災について（巻末資料（２）②）

幅員狭小・線形不良区間の改良及び土砂崩れや落石に対する道路防災対
策による安全で安心な道路環境の確保のため、整備事業の推進を図るこ
と

主要地方道 福井大森河野線の改良について（巻末資料（２）③）

幅員狭小・線形不良区間の改良による安全で安心な道路環境の確保のた
め、整備事業の推進を図ること

一般県道 京善原目線の整備について（巻末資料（２）④）

中部縦貫自動車道開通に伴う交通量増加に対応する安全で安心な道路環
境の確保のため、道路拡幅及び歩道整備の推進を図ること

一般県道　東郷麻生津線の整備について（巻末資料（２）⑤）

幅員狭小を解消し、幹線道路としての安全で円滑な交通の確保のため、
整備事業の推進を図ること

建設部
　道路課

土木部
　道路建設課

国土交通省

都市政策部
　都市計画課

農林水産部
　農村振興課

農林水産省

農林水産部
　農村整備課

土木部
　道路建設課
　道路保全課

国土交通省

■道路に関すること
要望内容

土木部
　都市計画課

国土交通省

都市政策部
　都市計画課

農林水産部
　農村振興課

農林水産省

農林水産部
　農村整備課

都市政策部
　都市計画課

建設部
　道路課

土木部
　道路建設課

国土交通省

建設部
　道路課

土木部
　都市計画課

国土交通省

土木部
　道路建設課
　道路保全課

建設部
　道路課

農林水産部
　農村振興課

農林水産省

農林水産部
　農村整備課

■農村基盤に関すること　【巻末資料（１）参照】

要望内容

土木部
　道路建設課

土木部
　道路建設課

建設部
　道路課

農林水産部
　農村振興課

農林水産省

農林水産部
　農村整備課

建設・生活インフラ

新
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要望 要望先 福井市 担当部局

一般県道 上一光大丹生線の防災・改良について（巻末資料（２）⑥）

土砂崩れや落石に対する道路防災対策や幅員狭小を解消し、安全で安心
な道路環境の確保のため、改良事業の推進を図ること

主要地方道　福井加賀線の歩道整備について（巻末資料（２）⑦）

安全で安心な道路環境の確保のため、道路拡幅及び歩道整備の予算配分
及び整備推進を図ること
主要地方道　福井今立線［稲津橋］の架け替えについて（巻末資料
（２）⑧）

安全で円滑な道路環境の確保のため、橋梁の架け替えに向けた検討を進
めること

一般国道４７６号の防災・改良について（巻末資料（２）⑨）

土砂崩れや落石に対する道路防災対策や幅員狭小・線形不良区間の解消
のための予算配分及び整備推進を図ること

「国土強靱化実施中期計画」による道路整備の推進について

自然災害時に重要インフラが確実に機能維持できるよう、防災・減災、
国土強靱化対策に必要な予算を確保すること

[中部縦貫自動車道の整備促進]
中部縦貫自動車道大野油坂道路の予算確保と早期完成・開通について
（巻末資料（２）⑩）

令和１１年春に予定される大野油坂道路の全線開通を一日も早く実現す
るとともに、これに必要な予算について、補正予算を含めて確実に措置
すること

一般国道１５８号〔境寺～計石バイパス〕の整備について（巻末資料
（２）⑪）

交通渋滞や交通事故の解消、地域間交流・連携の強化及び冬期間の安全
な交通の確保のため、バイパス整備の予算配分及び整備推進を図ること

一般県道 福井森田丸岡線の整備について（巻末資料（２）⑫）

新九頭竜橋の開通効果を最大限に発現させるため、福井港丸岡インター
連絡道路に接続するまでの残りの区間における予算配分及び整備推進を
図ること

一般国道３０５号の改良・防災について（巻末資料（２）⑬）

幅員狭小・線形不良区間の解消や、土砂崩れや落石に対する道路防災対
策による安全な道路環境の確保のため、改良事業の予算配分及び整備推
進を図ること

一般県道 東郷福井線の歩道整備について（巻末資料（２）⑭）

安全で安心な道路環境の確保のため、道路拡幅及び歩道整備の予算配分
及び整備推進を図ること

主要地方道篠尾勝山線の整備について（巻末資料（２）⑮）

中部縦貫自動車道永平寺大野道路の全面開通に伴う地域産業の振興や、
魅力的な歴史観光ルートの形成及び災害時の孤立防止のため、本路線の
未改良区間や交通不能区間の解消に向けた整備ルートの検討や整備を早
期に行うこと

市道の歩道整備（バリアフリー化）について（巻末資料（２）⑯）

段差解消等による安全で快適な歩行者空間の形成のため、バリアフリー
化事業の予算配分をすること

市道　川西国道線の整備について（巻末資料（２）⑰）

道路整備による福井市北部における東西交通の円滑化や歩道設置による
児童生徒の通学の安全確保のための予算配分をすること

建設部
　道路課

土木部
　道路建設課

国土交通省

建設部
　道路課

土木部
　道路保全課
　道路建設課

土木部
　道路建設課

国土交通省

建設部
　道路課

■道路に関すること

土木部
　道路建設課
　道路保全課

国土交通省

土木部
　道路建設課

建設部
　道路課

要望内容

建設部
　道路課

土木部
　道路保全課
  道路建設課

建設部
　道路課

土木部
　道路保全課
  道路建設課

土木部
　道路建設課

国土交通省

建設部
　道路課

建設部
　道路課

国土交通省
建設部
　道路課

土木部
　高規格道路課

国土交通省

建設部
　道路課

土木部
　道路建設課

国土交通省

建設部
　道路課

土木部
　道路建設課

国土交通省

建設部
　道路課

建設部
　道路課

土木部
　道路建設課

国土交通省
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要望 要望先 福井市 担当部局

市道　東部１－３３９号線の整備について（巻末資料（２）⑱）

福井市中心部と北陸自動車道や中部縦貫自動車道を連絡する緊急輸送道
路にも位置付けられている本路線の整備に予算配分をすること

[消雪関係]
県道の消雪設備の整備について（巻末資料（２）⑲）

県道の冬期間の安全な交通の確保及び経済活動と市民生活の安定のた
め、消雪設備整備の推進を図ること
（一般県道吉野福井線、一般県道大畑松岡線、主要地方道福井今立線、
一般県道本郷福井線、国道416号、一般県道福井停車場勝見線、主要地方
道福井四ヶ浦線）

市道の消雪設備の整備について（巻末資料（２）⑳）

冬期間における安全な通行の確保や安全、安心な市民生活と経済活動の
ため、市道（最重点除雪路線）の消雪設備整備に必要な予算配分をする
こと

除雪機械購入について

持続可能な除雪体制の確立を図るため、計画的に大型・小型除雪機械を
購入できるような予算配分をすること

[道路メンテナンス関係]
橋梁の長寿命化について（巻末資料（２）㉑）

橋梁や横断歩道橋、門型標識等の道路施設の安全性・信頼性の確保のた
め、福井市橋梁長寿命化修繕計画等の個別施設計画に基づく補修等に必
要な予算配分をすること

要望 要望先 福井市 担当部局

[直轄河川改修事業〔九頭竜川水系〕]　九頭竜川
九頭竜川・日野川フェニックス堤防整備事業について
天池地区、灯明寺地区、北野下地区、郡町地区

堤防断面が不足している堤防の強化を図るため、必要な予算配分と整備
推進を図ること

[直轄河川改修事業〔九頭竜川水系〕]　日野川
日野川水防災・湿地創出事業について 久喜津地区、朝宮地区
九頭竜川・日野川フェニックス堤防整備事業について
恐神地区、西下野地区、片粕地区

流下能力不足の大幅な改善と、多様な生物を育む豊かな河川環境の創出
も考慮した河道掘削の推進を図るとともに、堤防断面が不足している堤
防の強化を図るため必要な予算配分と整備推進を図ること

九頭竜川上流ダム再生事業について

九頭竜川上流において、既存ダムの有効活用による洪水調節を行うため
の必要な予算措置をすること

大規模特定河川事業について（底喰川、七瀬川）【県施工】

流下能力が不足している一級河川について、事業が長期化し度重なる浸
水被害が発生していることから、大規模特定河川事業の予算配分及び整
備推進を図ること

広域河川改修事業について（江端川、荒川、底喰川）【県施工】

流下能力が不足している一級河川について、事業が長期化し度重なる浸
水被害が発生していることから、広域河川改修事業の予算配分及び整備
推進を図ること

河川メンテナンス事業について（狐川、荒川）【県施工】

排水機場の機能を確保するため、長寿命化計画に基づき実施するポンプ
設備等の更新の予算配分及び整備推進を図ること

土木部
　河川課

国土交通省

建設部
　河川課

■道路に関すること

要望内容

土木部
　道路建設課

国土交通省

建設部
　道路課

土木部
　道路建設課

国土交通省

建設部
　道路課

要望内容

土木部
　道路建設課

国土交通省

建設部
　道路課

■河川、砂防、海岸、港湾に関すること　【巻末資料（３）参照】

土木部
　道路建設課

国土交通省

建設部
　道路課

建設部
　河川課

土木部
　河川課

国土交通省

建設部
　河川課

国土交通省
建設部
　河川課

国土交通省

土木部
　河川課

国土交通省

国土交通省
建設部
　河川課

建設部
　河川課

土木部
　道路保全課

国土交通省

建設部
　道路課
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要望 要望先 福井市 担当部局

総合流域防災事業について　(七瀬川、志津川)【県施工】

流下能力が不足している一級河川について、事業が長期化し度重なる浸
水被害が発生していることから、総合流域防災事業の予算配分及び整備
推進を図ること

[砂防事業等]
通常砂防事業について（大谷川支川、高橋川支川）【県施工】

砂防河川における集中豪雨等による土砂災害を防止するため、砂防堰堤
等の施設整備工事の予算配分及び整備推進を図ること

急傾斜地崩壊対策事業について
甑谷第1、清水山(上)第２、境寺、坪谷【県施工】

住宅に面した山林の崩壊を防止するため、擁壁工等の対策工事の予算配
分及び整備推進を図ること

砂防メンテナンス事業について　菅生【県施工】

菅生地区における砂防関係施設の老朽化対策を計画的に実施するための
予算配分及び整備推進を図ること

[海岸・港湾事業等]
福井港の北防砂堤延伸について【県施工】

航路への土砂流入の抑制を図るため、福井港北地区の防砂堤移設、延伸
の予算配分及び整備推進を図ること

福井港の航路浚渫について【県施工】

福井港における船舶の安全航行のため、継続した航路浚渫の実施のため
の予算配分をすること

海岸メンテナンス事業について（浜住海岸）

地域の安全性の向上を図るため、機能低下した離岸堤の補修および洗堀
防止対策として根固工を実施し、防護機能の回復を行うこと

（県単）海岸維持修繕事業について（浜住海岸）

破損した離岸堤の復旧及び人工リーフ整備を実施したが、今後も冬季の
強い風浪により、砂浜が侵食されるおそれがあることから、継続した養
浜等の実施のための予算配分をすること

足羽川ダム建設事業の促進について

一日も早いダム完成のための必要な予算措置をすること

要望 要望先 福井市 担当部局

市営住宅の安全確保や住環境改善のための事業について

市営住宅の除却による安全確保や快適な住環境への改善を図るため、継
続して必要な予算措置をすること

地域優良賃貸住宅整備事業等の住宅整備及び家賃支援について

地域優良賃貸住宅支援事業を実施するうえでの家賃支援にかかる県費補
助について、新たな予算措置をすること。社会資本整備総合交付金の必
要額の配分について、継続した必要な予算措置をすること

所有者不明空き家除却事業の財政支援について

所有者不明空き家除却事業における県費補助について、補助上限を廃止
すること。

一戸建て木造住宅の耐震化について

一戸建て木造住宅の耐震診断、耐震改修に関する補助事業について、重
点的な支援を行うため継続した必要な予算措置をするとともに、耐震改
修に対する県費嵩上げの継続した予算措置をすること

■河川、砂防、海岸、港湾に関すること　【巻末資料（３）参照】

土木部
　河川課

国土交通省

建設部
　河川課

土木部
　砂防防災課

国土交通省

建設部
　河川課

土木部
　砂防防災課

国土交通省

建設部
　河川課

建設部
　住宅政策課

土木部
　砂防防災課

国土交通省

■住宅に関すること

要望内容

土木部
　砂防防災課

建設部
　河川課

土木部
　河川課

国土交通省

建設部
　河川課

建設部
　河川課

土木部
　砂防防災課

国土交通省

建設部
　河川課

土木部
　港湾空港課

国土交通省

建設部
　河川課

要望内容

土木部
　港湾空港課

国土交通省

建設部
　河川課

土木部
　建築住宅課

国土交通省

建設部
　市営住宅課

土木部
　建築住宅課

国土交通省

建設部
　建築指導課

土木部
　建築住宅課

建設部
　住宅政策課

土木部
　建築住宅課

国土交通省

新
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要望 要望先 福井市 担当部局

都市公園整備事業について（森田地区）

近年の激甚化・頻発化する自然災害に対する防災機能の強化を図るた
め、指定緊急避難場所として、森田地区の公園整備に継続した必要な予
算措置をすること
長寿命化計画に基づく市内公園施設の更新について
（長寿命化計画に基づく施設更新）

安全で安心な施設を確保するため、長寿命化計画に基づく施設更新に必
要な予算措置をすること

足羽山公園等の再整備について（公園施設の更新）

市民の憩いや健康増進の場であり、観光資源でもある足羽山公園を安全・安
心に利用できるよう、再整備に対する必要な予算措置を継続すること

要望 要望内容 要望先 福井市 担当部局

GIGAスクール構想において整備したタブレット端末の更新について

「GIGAスクール構想」において整備したタブレット端末の更新につい
て、国の責任において必要な財政措置を講じること

要望 要望先 福井市 担当部局

中学校の生徒の健康診断における血糖検査の制度化について

中学校の生徒の健康診断における血糖検査の制度化と実施にかかる経費
に対する支援をすること

■教育環境に関すること

文部科学省
教育委員会事務局
　学校教育課

土木部
　都市計画課

国土交通省

建設部
　公園課
　

土木部
　都市計画課

国土交通省

建設部
　公園課

■公園に関すること
要望内容

■児童生徒に関すること
要望内容

教育庁
　保健体育課

文部科学省

教育委員会事務局
　保健給食課

土木部
　都市計画課

国土交通省

建設部
　足羽山公園事務所

教育
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農村地域防災減災事業 大安寺地区（第一）

農村地域防災減災事業 主計地区

令和８年度 土地改良事業・農業集落排水事業 箇所図

農村地域防災減災事業 大土呂地区

国

農業競争力強化農地整備事業 清水杉谷地区

農村地域防災減災事業 滝波地区

農業競争力強化農地整備事業 清水山地区（１期）

農業競争力強化農地整備事業 片山地区

農村地域防災減災事業 文殊南部地区

農村整備事業 福井東部地区

防災重点農業用ため池緊急整備事業 神田谷地区

農村地域防災減災事業 古川排水地区

農業競争力強化農地整備事業 甑谷地区

農村地域防災減災事業 大安寺地区（第二）

農業競争力強化農地整備事業 杉谷地区

農業競争力強化農地整備事業 清水山地区（２期）

農村地域防災減災事業 布施田排水地区

（凡例）

Ｒ ８ 年度新規要望地区

Ｒ ８ 年度継続地区

農業集落排水事業 岡保南部地区

農業集落排水事業 天下地区

2150160
フリーテキスト
資料（１）



道路の整備促進等要望箇所図

⑯
継続 市道の歩道整備

市道の消雪設備の整備

⑲

継続

一般国道３０５号の改良・防災
⑬

継続

主要地方道 福井四ヶ浦線の改良・防災
②

継続

「境寺～計石バイパス」の整備
一般国道１５８号

⑪
継続

バイパスの早期事業化
一般県道 徳光福井線継続

要望箇所（市施工）

要望箇所（国・県施工）

施工済み区間

凡　　　　　　　　　　　　例

中部縦貫自動車道の整備促進

「県道認定」

都市計画道路 川西国道線継続

要望箇所（県道認定）

国
　
　

道
　
　
8
　
　

号

北
　
　

陸
　
　

自
　
　

動
　
　

車
　
　

道

国　　道　　416　　号

国　　道　　158　　号

国　　道　　416　　号

国

　
　

道
　
　
　
　

号

305

国　　道　　476　　号

大矢工区

⑳

糸崎町

県道の消雪設備の整備

⑱

継続

④
継続

一般県道 京善原目線の整備

主要地方道 篠尾勝山線の整備⑮
継続

一般県道 東郷麻生津線の整備⑤
継続 ⑩

継続

　　　　　　　　　　

市道 川西国道線の整備⑰
継続

　　　（バリアフリー化）

大味工区

重

特

要望箇所（国・県施工）未着手区間

一般国道８号のサービス水準改善
継続
特

福井外環状道路の計画の具体化
継続
特

福井南スマートＩＣ（仮称）と継続
特 広域的な防災拠点となる道の駅の整備

要望箇所（事業者未定）

市道 東部1-339号線の整備継続

⑧
主要地方道 福井今立線継続
「稲津橋」の架け替え

の歩道整備
一般県道 東郷福井線継続

⑭

一般県道 上一光大丹生線の防災・改良
⑥

継続

主要地方道 福井大森河野線の改良
③

継続

一般国道４７６号の防災・改良⑨
新規

橋梁の長寿命化
継続

21

「新日野川橋（仮称）」の整備
一般県道 清水麻生津線継続

①

一般県道 福井森田丸岡線の整備⑫
継続

主要地方道 福井加賀線の歩道整備
⑦

継続

社橋

2150160
フリーテキスト
資料（２）



令和8年度

福 井 市 河 川 関 係 箇 所 図

改修済区間

R8年度要望箇所

R9年度以降

未改修区間

浸水常襲区域

ポンプ

堤防拡築（拡幅）
【天池・灯明寺・郡町地区】九頭竜川

内水対策
芳野川

堤防拡築（拡幅）
【北野下地区】九頭竜川

継

継

継

大規模特定河川事業
総合流域防災事業

七瀬川

事業引継
馬渡川

継

広域河川改修事業
荒川

継

河川メンテナンス事業
荒川

新

湿地創出にも資する河道掘削
【久喜津地区】日野川

堤防築堤（拡築）
【片粕地区】日野川

継

継

堤防築堤（拡築）
【恐神地区】 【西下野地区】日野川

継

通常砂防事業
大谷川支川

（奥出川、杉谷川）

継

砂防メンテナンス事業
菅生地区

継

海岸メンテナンス事業
（県単）海岸維持修繕事業

浜住海岸

継

北防砂堤
延伸事業

継航路浚渫
福井港

継

P

P

P

P 足羽川ダム建設事業継

九頭竜川上流
ダム再生事業

継

継

継

広域河川改修事業
大規模特定河川事業

底喰川

継

継

凡 例

直轄事業
補助事業

河川

補助事業
砂防・

急傾斜・海岸
その他

湿地創出にも資する河道掘削
【朝宮地区】日野川

継

P

急傾斜地崩壊対策事業
甑谷第１地区

継

急傾斜地崩壊対策事業
清水山（上）第２地区

継

P

急傾斜地崩壊対策事業
坪谷地区

継

急傾斜地崩壊対策事業
境寺地区

継

河川メンテナンス事業
狐川

継

事業要望
狐川

継

事業要望
大森川

継

広域河川改修事業
江端川

継

総合流域防災事業
志津川

継

継

継

通常砂防事業
髙橋川支川

（生野町三の谷川、四の谷川）

新
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